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開会 午前１０時００分 

◎開会宣告 

 

○議長(波岡玄智君） 前日に引き続き、会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。 

 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

 

○議長（波岡玄智君） 日程第１会議録署名議員は、前日同様であります。 

 

◎日程第２ 議案第９号 平成２２年度浜中町国民健康保険 

 

○議長(波岡玄智君） 日程第２ 議案第９号を議題とします。 

本案について、提案理由の説明を求めます。 

副町長。 

○副町長(松本博君） 議案第９号平成２２年度浜中町国民健康保険特別会計補正予算

第３号について、提案の理由をご説明申し上げます。 

この度の補正につきましては、平成２２年度の決算見込みに基づく予算補正で、既定

の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，１２８万１，０００円を追加し、歳入歳

出の総額を１２億３，４９５万８，０００円にしようとするものです。 

補正の主な内容につきましては、歳出１款・総務費で１７万１，０００円の追加。内

訳は、１項総務管理費で、国民健康保険保険者ネットワーク負担金６０万１、０００円

の増。２項徴税費で２１万７，０００円の減は、釧路・根室広域地方税滞納整理機構負

担金の確定によるもの。３項運営協議会費では、委員費用弁償の減で２１万４，０００

円を計上。２款・保険給付費では、療養給付費等の実績見込みにより３，０８１万９，

０００円の追加で、内訳は１項療養諸費で２，７１８万５，０００円を、２項高額療養

費で３８５万４，０００円を追加、５項、葬祭諸費で２２万円を減額しております。６
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款・共同事業拠出金は、高額医療共同事業医療費拠出金及び保険財政共同安定化事業拠

出金で、国保連合会からの拠出金算定額の変更通知により、６２８万６，０００円を減

額。７款・保健事業費で９７万４，０００円の減は、保険事業にかかる特定健診等委託

料が主なものであります。１０款・予備費の追加は、歳出総額に対応する歳入財源の超

過額２，７５５万２，０００円を追加し、想定外の財政需要に備えることとしておりま

す。 

一方、歳入においては、１款・国民健康保険税９５４万６，０００円の追加は、医療

給付費分現年課税分及び滞納繰越分が主なもので、１月末の調定額に対する予定収納率

を原年分は９６％、繰越分の徴収率を２４．７％と見込み、計上したことによるもので

す。２款・国庫支出金で８２１万８，０００円の減は、変更申請に基づく増減で、１項

国庫負担金では１，０８５万２，０００円を追加する一方、２項、国庫補助金では１，

９０７万円を減額計上。３款、療養給付費等交付金９７万６，０００円の追加は、社会

保険診療報酬支払基金からの交付見込み額を計上。５款・道支出金は、５７３万８，０

００円の減で、内訳は１項、道負担金では３２万９，０００円の減で、高額医療費共同

事業負担金３９万９，０００円の減と特定健康診査等負担金７万円の追加。２項、道補

助金は５４０万９，０００円の減で、普通調整交付金５１６万７，０００円とインフル

エンザ予防接種に係る特別調整交付金２４万２，０００円を減額。６款・共同事業交付

金で５，３９４万円の追加は、高額医療共同事業交付金で３，００３万６，０００円、

保険財政共同安定化事業交付金で２，３９０万４，０００円を追加、いずれも国保連合

会からの確定通知に基づく計上であります。 

８款・繰入金１３１万８，０００円の追加は、その他繰入で、徴収専門員経費と滞納

整理機構国保負担分の確定による補助対象外経費を繰入れるもので、既定予算との差額

を計上。１０款・諸収入では、それぞれ実績見込みから５４万３，０００円を減額しよ

うとするものであります。今年度の決算見込みは、一般被保険者の３月から１２月診療

分までの実績で、前年対比で４，３６５万円、８．７％の増。退職者被保険者分でも、

４３８万１，０００円、５１．８％の増で推移しております。 

保険税の徴収率でございますが、基幹産業であります酪農、漁業ともに経済環境は依

然厳しい状況にあるため、収納率にも影響するのではと思っておりましたが、納税意識

の高揚による自主納付が見られたことや、気楽に納税相談ができる体制づくりや、個別

収納整理票などによる収納率向上対策が、徐々でありますが浸透しております。その成
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果として、１月末現年課税分の収納率は８７．４％、前年度比で０，３％、滞納繰越分

については２４．１％で６．１％前年度より上回っており、現年・滞納繰越分の合計で

は、前年同月より３．０％上回っている状況でございます。このように現状では、収納

率は伸びているものの、依然厳しい経済状況がありますので、本年度の予算確保に向け、

出納閉鎖期間まで一層の努力をしてまいります。 

なお、本、補正予算につきましては、２月２１日開催の国保運営協議会に諮問し、答

申をいただいております。よろしく御審議くださいますようお願い申し上げます。 

○議長(波岡玄智君） これから質疑を行います。 

歳入、歳出一括して行います。 

質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 質疑なしと認めます。 

これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 討論なしと認めますと。 

これから、議案第９号を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第９号は、原案のとおり可決されました。 

 

◎日程第３ 議案第１０号 平成２２年度浜中町後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）  

 

○議長（波岡玄智君） 日程第３ 議案第１０号を議題とします。 

本案について、提案理由の説明を求めます。 

副町長。 

○副町長(松本博君） 議案第１０号平成２２年度浜中町後期高齢者医療特別会計補正

予算第１号について、提案の理由をご説明申し上げます。 
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この度の補正につきましては、平成２２年度の決算見込みに基づく予算補正で、既定

の歳入歳出の総額に３７７万８，０００円追加し、総額を５，８８７万１，０００円に

しようとするものであります。 

補正の内容につきましては、歳出１款・総務費・２項徴税費、保険料賦課徴収に要す

る経費で、償還金、利子及び割引料、過誤納還付金で、今後の支出見込みにより１０万

円を減額。２款・後期高齢者医療広域連合納付金３８７万８，０００円の追加は事務費

負担分２８万４，０００円と保険基盤安定分６９万円を実績見込みで減額するほか、保

険料負担分についても、実績見込みから４８５万２，０００円を追加しております。 

一方、歳入の１款・後期高齢者医療保険料の３８５万３，０００円の追加は、特別徴

収保険料で４９万８，０００円の減と普通徴収保険料の現年度分４２２万３，０００円

と、滞納繰越分１２万８，０００円を追加するものです。２款・繰入金の３９６万円の

減は、保険基盤安定繰入金６９万円と事務費繰入金３２７万円を減額し、収支の均衡を

図り、３款・繰越金は、前年度決算剰余金３８５万２，０００円を追加。４款・諸収入

は、保険料還付金３万３，０００円を追加しようとするものです。これにより、今年度

の後期高齢者医療特別会計は、ほぼ予算の範囲内で決算できる見込みでありますので、

よろしく御審議くださいますようお願いいたします。 

○議長(波岡玄智君） これから、質疑を行います。 

歳入、歳出一括して行います。 

２番落合議員。 

○２番(落合俊雄君） １点だけ確認を含めてお答えをいただきたいと思います。歳入

であります。一般会計からの繰入金３２７万円を減額するという措置と、それから３

款・繰越金の前年度剰余金３８５万２，０００円ということに関して、一般会計からの

繰入金３２７万円を減額する前年度剰余金をこの３月で補正する。これは、もう少し早

くできなかったのかと単純にいいますと。前年度剰余金が発生したのは相当前でありま

す。 

それと一般会計からのこの事務費の繰入ですよね。これ予算がありますよね。それを

この３月まで減額を伸ばした、反対にいうと繰入金の処理を３月まで放置したと。極端

に言えば。これはもっと解った時点で出来なかったのかと、発生した時点で処理をすれ

ば３月以前にも可能ではなかったのかというふうに見た目では思うのですが、事務上ど

うしても、これは出来ないということなのかどうか。その辺についてお答えをいただき
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たい。 

○議長(波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長(川村義春君） ただいまの御質問にお答えをして参りたいと思います。事

務費繰入金３２７万円で、それから剰余金３８５万２，０００円を追加すると、こうい

う予算を今回致しましたが、補正の機会は確かに前年度の決算が５月３１日で終わりま

すから、繰越金額の決定は既にしております。 

ですが、広域連合からの保険料負担分については、実績見合いで決定されますので、

増える可能性も出てくるという事で、納付金がらみでそういう事態が出てきた時に補正

をしていくと。そして補正財源として、前年度、決算剰余金を充てるという形で留保し

て置く必要があるという事で、例年、３月末までの広域連合からの納付金の決定を待っ

て、その財源を充てるという事で、当初、一般会計から繰入れしていた部分を、決算剰

余金が出た部分で最終補正をして、操作をして一般会計からの繰入れを戻すという措置

を３月末にさせてもらっているということでございますので、ご理解いただきたい。 

なお、怠慢で放置しているということではございませんので、その辺ご理解をいただ

きたいと思います。 

○議長(波岡玄智君） 落合議員。 

○２番(落合俊雄君） そういう事のご説明ですから、その分はそれで私も理解します。 

繰越金が発生したのが５月末だという決算ですよね。そのあり方が、もう既にその時点

で分かっていると。ただ、それがこの予算上どこにも表れないという、それを最終的に

どう運用するか処理するかは、３月補正でも構わないというふうに私も考えます。 

ただ、そのありようを置きどころがなくて留保財源という事が、いわゆるこの会計を

預かる側としては、やり易いのかもしれないけれども、この会計を外から見る側にして

みると見づらいわけです極端に申しますと。確か、これは決算で３００いくらの剰余金

が出ましたよというのは、決算委員会とか何とかで明らかになっているはずなのであり

ます。問題は、明らかになったその決算剰余金がどこにあるのかと言われた時に、留保

財源ですと。留保財源と言われると我々の頭の中から消えてしまうのです。予算書上に

その財源が確かに存在するのであれば、これは、いつかどうにかするのだろうなという

事は想像つくのでありますが、説明で決算でこうなりましたと言われただけで、後をど

う使うかは全く知らされていない書類上見ようがない。そういうようにも見れば見れる

のです。我々も頭が良いものですから、一旦、言われた事は直ぐに忘れるのです。でも
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書類上に残っていれば、いつまでも、それは見ようと思えば見られるんです。聞いた話

は右から左ですけれども、出された数字は右から左と簡単には動かないので、確認する

ことは最も簡単でありますが、こういう処理の場合においては、なかなか出てくるまで

分からない。考え方でありますけれども、決算剰余金のありようについては、確定後、

例えば、予備費にその剰余金を上乗せ計上しておくだとか、そういうような考え方もあ

る意味で言うと検討する価値はあるのかなと。 

そうすると、その予備費から最終的に不用額として、そのまま決算上残る場合もあり

ましょうし、予備費を充用するという考え方からいうと、不足額に対応するということ

もできる訳でありまして、留保財源という言葉は果たして、見せる会計から言うと極端

に言いますと見せていない、そういうことにもなります。見せる会計というのは、既に

この会計がどうなっているかというのを、明らかにしておくというは、ひとつのあるべ

き姿じゃないかと。私もちょっと考えるものですから、いわゆるこの留保財源という考

え方、そして最終処理をすると、最終処理のその間この予算情報は、一切表面上出てこ

ない。最終的にポコッと出てきて、この処理をしますという処理の仕方をする。 

これが果たして本当に公明正大な会計なのかどうか。ちょっと疑問に思ったものです

から御質問をさせていただきました。私の考え方が、ちょっとそれは違うというのであ

れば、それはそれで単に違うとお答えをいただきたいし、解りませんなら、それでも結

構です。何らかのお答えをいただきたい。 

○議長(波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長(川村義春君） 今回の補正については、こういう予算の計上のあり方で、

私は正しいというふうに思っています。はっきり言わせてもらいますが、歳出で総務費

の他に一般事務に要する経費とか、それから保険料徴収に要する経費、これらがある訳

です。 

ですから、不測の事態に備えて当初予算で計上した経費をオーバーした場合に、年度

の途中で補正の機会がある訳ですから、その補正の時に繰越金を充てると、もしくは一

般会計からの繰入金を減額すると、相互に調整をしなければ予算は成立しないのです。

収支の均衡を図る意味では。 

予備費に充当する場合については、歳入のどこを削るか、保険料を削る訳にはいきま

せんし、一般会計の繰入金を削ればいいというふうに、言われるかも分かりませんけれ

ども、いずれ１年間を通して特別不測の事態があって、歳出の需要が増えた場合につい
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ては補正をしていきますが、そうでない限りは３月まで待つ、これが常套手段で、常套

であると私は思っております。 

今後についても、そういう方式で行こうと思っていますので、方式は変えるつもりは

ございません。ですから、最終３月補正で当初一般会計から繰り入れを見込んでいたも

のについて、繰越財源を当てて、その差額分を一般会計に戻す、こういうやり方を今後

も続けて参りたいとこのように思っております。以上です。 

○議長(波岡玄智君） 落合議員。 

○２番(落合俊雄君） どこを削るかどうかという、そういう今お答えの中にもあった

のですが、科目設定上３款・繰越金というのがある訳ですよね。相手勘定は繰越金で結

構です。 

そのもう一方は予備費で、これが即ち５月３１日で決算を終えた後に発生した、例え

ば３８５万２，０００円ですか。６月１日付で３８５万２，０００円が前年度繰越金と

いう科目に入って、それと同額が予備費のところに上乗せになれば、会計決算処理上、

何の問題もない訳で、それよりも留保資金として半年以上、見えないところに置いてお

くという、そういう会計の処理の仕方の方が見る側からすると不透明であると。こうい

うことを私は申し上げているのです。その経理を要するに、最終的にどう調整するのか、

そのことは別に私は問題にしている訳ではなくて経理上、外から見て見た時にそういう

処理をすれば、それはそれでよろしいじゃないですか。要するに、不測の事態が生じた

時に充用するのは、これは予備費の最も本質、不足の実態が生じた時に対応するのが予

備費ですから、規定予算の執行状況によって不足が生じる場合、その場合には補正を組

むと。補正を組むにしても財源がなければ、予備費があるとすれば、その予備費から充

用すればいい訳です。予算を組み替えれば良いだけの話です。その留保財源を用いて予

算化をすると。 

そして、この会計もそうですが、基本的に予備費というのは計上されています。予備

費が計上されているということは、不足の事態が生じた時に対応する予備費が、この予

備費の役割を果たしていないということにもなる訳であります。規定予算も満度になっ

てしまうという、それで対応できないから補正を組むという時に、補正を組むための財

源を何処に求めるかと言った時に予算があればいいですよ。無ければ予備費を持って充

用するという考え方では基本的にはあるはずですが、問題はそれに対応するだけの予備

費が予算化されていない。 
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だから、これまでのこの処理の仕方でいうと留保財源を用いてだとか、そういうよう

なやり方でやっているのですが、留保財源というのは、どこにあったんですかといった

ら、５月３１日に発生した留保財源なんですよ。この財源は、どこにあるんですかと。

その所在はと言ったら、この予算上には無い訳ですよね。要するに私が言いたいのは、

経理上は発生主義だと、ところが行政の経理はそうではないという話です。ところが実

際には発生しているのです。発生したものを何処に置くかということも、その処理を行

政の今までの歳入歳出という考え方からいうと、ここに置いたんです。別なところに置

いといて必要な時に応じて、そこから出してくると。 

そして、留保財源の残がまだあるからとか、そのうちのいくらを使ってとかという考

え方で、これまでやってきているのですが、やっぱりそういう考え方も少し我々の方か

らすると、いわゆる留保財源がいくらあるかというのは、常に目の前に示されていると

いうことが、色んなものを見る上で分かり易いというふうに私は考えている。だからあ

えて、この質問をさせてもらったということでございます。特にお答えはいりませんの

で、こういう事だというふうに、私の考え方も含めて述べさせてこれで終わります。 

○議長(波岡玄智君） 答弁はいらないという事ですから申し上げますけども、縷々等、

この議場の中で自分の意見を解説して、そして質問は答弁をいらないと言った類の、そ

ういう発言というのは、私は極めて不穏当な発言であるとこのように思いますので、以

後、十分に気をつけて必ず答弁をいただく、そういう趣旨の中での質問をしていただき

たいと思います。 

今、答弁をしたいという事ですから、答弁させます。どうぞ。 

○町民課長(川村義春君） 再々質問ですけれども、考え方としては、一般会計も同じ

方式です。それで、歳出で財源が足りない場合については、一般会計の留保財源を充当

して補正を組んでいるとそういう形が、今までのずっとやってきたルールです。たまた

ま後期高齢者特別会計については、不足の事態が無くて歳出で追加補正するような機会

が無かった。それで３月の決算期を持って、歳出に異動があるものですから、それで、

留保財源を全部出して、そして、あの収支の均衡を図って一般会計の繰入をしないで戻

すと。一般会計に戻すというような仕組みでやっているという事を、本当に理解してい

ただきたい。 

確かに、落合議員の言うとおり６月議会で予備費に充当するということもあります。

そういう考え方もできると思います。ですが予備費ばかり、そんなにドンと大きくあっ



 12

ても、これは何に使うのと逆に変な予算の組み方になってしまうというふうに思います

ので、今後もそういう形で処理をさせていただければありがたいと。私どもは事務的に

は、そういうふうに考えておりますので、よろしくご理解いただきたいと思います。 

○議長(波岡玄智君） ほかに、質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（波岡玄智君） これで、質疑を終わります。 

これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 討論なしと認めます。 

これから、議案第１０号を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

したがって議案第１０号は、原案のとおり可決されました。 

 

◎日程第４ 議案第１１号平成２２年度浜中町老人保健特別会計補正予算（第１号） 

 

○議長(波岡玄智君） 日程第４ 議案第１１号を議題とします。 

本案について、提案理由の説明を求めます。 

副町長。 

○副町長(松本博君） 議案第１１号平成２２年度浜中町老人保健特別会計補正予算第

１号について、提案の理由をご説明申し上げます。 

この度の補正につきましては、平成２２年度の最終決算見込みに基づく予算補正で、

既定の歳入歳出の総額に５万３，０００円を追加し、総額を１８２万３，０００円にし

ようとするものであります。 

補正の内容につきましては、歳出１款・医療諸費で５万３，０００円の追加で、１目

医療費給付費に、２８節、繰出金を科目設定し、歳入の前年度決算剰余金と返納金の合

計額から歳出の償還金を差し引いた５万３，０００円を一般会計へ繰り出すことでゼロ
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決算とし、本会計を閉めるものであります。 

一方、歳入では、４款・繰越金で前年度決算剰余金８万８，０００円を追加。５款・

諸収入、１項雑入の第三者納付金３万５，０００円を減額し、収支の均衡を図っており

ます。なお、この補正をもって、老人保健特別会計を閉じることになりますが、医療機

関からの返納金に係る国・道への返還金については、平成２３年度の一般会計に予算計

上して対応することとしております。以上、提案の理由をご説明申し上げました。よろ

しく御審議くださるようお願いいたします。 

○議長(波岡玄智君） これから質疑を行います。 

歳入歳出一括して行います。質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 質疑なしと認めます。 

これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（波岡玄智君） 討論なしと認めます。 

これから議案第１１号を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第１１号は、原案のとおり可決されました。 

 

◎日程第５ 議案第１２号平成２２年度浜中町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

○議長（波岡玄智君） 日程第５ 議案第１２号を議題とします。 

本案について、提案理由の説明を求めます。 

副町長。 

○副町長(松本博君） 議案第１２号平成２２年度浜中町介護保険特別会計補正予算第

２号について提案理由のご説明を申し上げます。 

この度の補正につきましては、当初３億５，６０７万７，０００円と見込んでいた標
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準給付費が２，９８４万円減の３億２，６２３万７，０００円と見込まれることへの対

応と、現年度財政調整交付金の確定による補正であります。この標準給付費の見込み減

に伴う国・道の法定負担金の減及び関連する支払基金交付金などの減であり、これによ

る歳入不足の対応として介護保険基金費からの繰り入れにより、収支の均衡を図ろうと

するものであります。 

補正の内容でありますが、歳出では、１款・総務費で３７万円を減額し、２款・保険

給付費では、居宅介護サービス機関に対する介護報酬、介護予防サービス機関に対する

介護報酬で６９０万６，０００円、居宅介護住宅改修費支給で１１９万２，０００円、

居宅介護福祉用具購入費支給、介護予防福祉用具購入費支給で３０万６，０００円、介

護保険施設に対する介護報酬で２，１０５万１，０００円、居宅介護サービス計画作成

に対する介護報酬、介護予防サービス計画に対する介護報酬で１０８万９，０００円、

審査支払い手数料で４万１，０００円、高額介護サービス費、高額介護予防サービス費、

高額医療合算介護サービス費、高額医療合算介護予防サービス費で１３４万５，０００

円、特定入所者介護サービス機関に対する介護報酬で６８万５，０００円を減額し、地

域密着型介護サービス機関に対する介護報酬で２７７万５，０００円を追加、３款地域

支援事業費では、包括的支援事業に要する経費で一般職給料３６万７，０００円、消耗

品、燃料費で３万３，０００円を追加し、コピー使用料４０万円を減額、４款基金費で

は１万円を減額、５款諸支出金では国庫負担金補助等返還金４万２，０００円を減額。 

一方、歳入では、１款介護保険料、第１号被保険者保険料ほかで１，４８７万５，０

００円、２款・国庫支出金で介護給付費負担金などで２，３０５万９，０００円を減額

し、調整交付金６１４万６，０００円を追加、３款・道支出金では、介護給付費負担金

などで１７４万４，０００円、財産収入で、介護保険給付費準備基金利子を１，０００

円、５款・支払基金交付金では、介護給付費交付金、地域支援事業支援交付金などで１，

３３６万円をそれぞれ減額し、６款・繰入金では事務費繰入金で１３万円を追加し、介

護給付費繰入金などで３７５万７，０００円を減額、諸収入で２３万円を追加し、歳入

で不足する額２，００５万８，０００円を介護保険給付費準備基金より繰入し収支の均

衡を図るものであります。その結果、歳入歳出予算の総額はそれぞれ３，０２６万２，

０００円減の３億５，６６６万６，０００円となります。 

以上、提案理由についてのご説明を申し上げましたので、よろしく御審議くださるよ

うお願い申し上げます。 
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○議長(波岡玄智君） これから質疑を行います。 

歳入歳出一括して行います。 

３番竹内議員。 

○３番(竹内健児君） １１１ページの歳出のところですが、保険給付費これが大幅に

減っているという背景について説明願いたい。 

○議長(波岡玄智君） 福祉保健課長。 

○福祉保健課長(杉澤正喜君） まず、この介護保険会計の給付費の歳出見込みにつき

ましては、高齢者人口の増加などを加味しながら介護保険事業計画で、それぞれ上昇す

るという方向で予算付をさせていただいております。 

今年度の介護保険の給付費の最終見込みにつきましては、前年度対比で４２万５，０

００円ほど少なくなるという形になります。居宅介護サービスから施設サービスまで、

それぞれの給付費がここでみられているわけですけれども、訪問介護、それと認知症対

応型共同生活介護等で伸びております。それ以外の部分で、サービスを利用する人が居

なかったというか、そういう事で前年対比４２万５，０００円のサービスの最終的な減

が見込まれるという事です。計画そのものは、伸びるという計画で組んでおりますので、

簡単に言わせていただけると増減はあるけれども、全体的なサービス利用は去年よりも

若干少な目になるというふうに理解しております。 

○議長(波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番(竹内健児君） 介護認定での例えば要介護、要支援だとかあるのですが、その

サービスが変わったと、介護度によって下げられたというような背景ではないというこ

とですか。 

○議長(波岡玄智君） 福祉保健課長。 

○福祉保健課長(杉澤正喜君） そのようなことではなくて、介護度が介護度に影響す

るものではなくて、サービスそのものの件数、利用そのものが前年よりも前年対比では

少なかったと。計画では伸びるという計画がありますので、そのギャップが今回の補正

の減額の大きさというか、そういうふうになると思います。介護度が下がったというこ

とではないとご理解いただきたいと思います。 

○議長(波岡玄智君) 竹内議員。 

○３番(竹内健児君) 単純に介護度が下がった云々ではなくて、サービスの度合いが本

人負担部分のサービスが制限されて、本人負担が増えたということにはなっていないの
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か。サービスそのもの自体が今までと変わりないんだと、例えば１時間見るとこを３０

分しかみれないよと。あとは自分のお金で対応しなさいという事には、なっていないか

どうなのかということなのですが、その点はどうですか。 

○議長(波岡玄智君） 福祉保健課長。 

○福祉保健課長(杉澤正喜君） サービスそのものの個人の利用負担については、制度

改正なされておりませんので、従来と変わらないままで、自己負担については、前年と

比べても変わっておりません。 

○議長(波岡玄智君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（波岡玄智君） これで、質疑を終わります。 

これから、討論を行います。討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 討論なしと認めます。 

これから、議案第１２号を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第１２号は、原案のとおり可決されました。 

 

◎日程第６ 議案第１３号平成２２年度浜中診療所特別会計補正予算（第４号） 

 

○議長(波岡玄智君） 日程第６ 議案第１３号を議題とします。 

本案について、提案理由の説明を求めます。 

副町長。 

○ 副町長(松本博君） 議案第１３号平成２２年度浜中診療所特別会計補正予算第４

号につきまして、提案の理由を御説明いたします。 

この度の補正につきましては、平成２２年度浜中診療所特別会計の決算見込みに基づ

く補正予算でありますが、歳入歳出それぞれ２５万３，０００円を減額し、歳入歳出予
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算の総額を２億３，９７２万８，０００円にしようとするものです。 

補正の主な内容でありますが、歳出では、１款・総務費、１項・総務管理費、１目・

一般管理費で給料９万円、職員手当２２万６，０００円、共済費３０万円、賃金１５万

円、需用費４８万７，０００円は、いずれも実績見込みにより減額。２款、１項、一目

医業費においては、需用費で不足見込みから１００万円、委託料で２０万円を追加しよ

うとするものです。 

一方、歳入では、１款・診療収入、１項・入院収入では社会保険、後期高齢者診療、

一部負担金、一部負担金未収繰越分で４５６万円を追加、国民健康保険介護保険は診療

報酬等の減収により４４０万３，０００円を減額、２項・外来収入は社会保険、後期高

齢者診療、その他診療で３８８万４，０００円を追加、国民健康保険、一部負担金で１

５３万３，０００円を減額、３款使用料及び手数料、１項・使用料では予防接種料、治

療用品及び薬剤容器料で１０２万１，０００円を追加、その他の使用料で２万９，００

０円の減額、２項・１目手数料では文書料７，０００円の減額、５款・１項・１目繰越

金で前年度剰余金の留保分２７８万８，０００円を追加、６款・諸収入、１項・１目雑

入で１９万８，０００円の追加となります。診療収入、使用料及び手数料など実績見込

みにより当初計画より増額となりますので、４款繰入金において一般会計繰入金６７３

万２，０００円を減額補正するものであります。 

以上、提案の理由についてご説明申し上げましたので、よろしく御審議くださるよう

お願い申し上げます。 

○議長(波岡玄智君） これから質疑を行います。 

歳入歳出一括して行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 質疑なしと認めます。 

これから討論を行います。ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 討論なしと認めます。 

これから、議案第１３号を採決します。 

お諮します。 

本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 
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○議長(波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第１３号は、原案のとおり可決されました。 

 

◎ 日程第７ 議案第１４号平成２２年度浜中町下水道事業特別会計補正予算 

（第４号）  

 

○議長（波岡玄智君） 日程第７ 議案第１４号を議題とします。 

本案について、提案理由の説明を求めます。 

副町長。 

○副町長(松本博君） 議案第１４号平成２２年度浜中町下水道事業特別会計補正予算

第４号について、提案の理由をご説明申し上げます。 

この度の補正は、年度末にあたり事業費の確定などによるもので、歳出では、１款・

総務費、１項・総務管理費、２目普及促進費で、公共下水道及び漁業集落排水事業の設

備普及促進に要する経費５６２万５，０００円の減額は確定によるもの。２款・１項下

水道費、１目下水道事業費で、特定環境保全公共下水道事業に要する経費１，１１９万

１，０００円の減額は、確定によるものと執行残。農業及び漁業集落排水事業に要する

経費１３８万８，０００円の減額は、不足見込みと確定によるもの。２目・処理場管理

費で、霧多布・茶内・散布各クリーンセンター管理運営に要する経費２３９万６，００

０円の減額は確定によるもの。３目・管渠管理費で、公共下水道・農業・漁業集落排水

管渠施設の維持に要する経費１３８万１，０００円の減額は不足見込みと確定によるも

の。３款１項公債費、２目利子で、地方債償還利子３７２万３，０００円の減額は確定

によるものであります。 

一方、歳入では、１款分担金及び負担金で、公共下水道事業などの受益者分担金８４

万円の減額。２款・使用料及び手数料で、公共下水道などの使用料８９万９，０００円

の減額。６款・繰入金、１項・１目一般会計繰入金で、２，６４４万９，０００円の減

額は、公共下水道事業分１，９２６万円の減額、農業集落排水事業分４７万５，０００

円の追加、漁業集落排水事業分７６６万４，０００円の減額。７款・繰越金で前年度剰

余金２４８万４，０００円を追加しようとするものであります。 

この結果、補正後の歳入歳出の予算の総額は、歳入、歳出それぞれ２，５７０万４，

０００円を減額し、７億４，１４３万９，０００円となります。 
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以上、提案の理由をご説明申し上げましたので、よろしく御審議くださるようお願い

いたします。 

○議長(波岡玄智君） これから質疑を行います。 

歳入、歳出一括して行います。質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 質疑なしと認めます。 

これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 討論なしと認めます 

これから、議案第１４号を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶものあり） 

○議長(波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第１４号は、原案のとおり可決されました。 

 

◎日程第８ 議案第１５号平成２２年度浜中町水道事業会計補正予算（第３号） 

 

○議長（波岡玄智君） 日程第８ 議案第１５号を議題とします。 

本案について、提案理由の説明を求めます。 

副町長。 

○副町長(松本博君） 議案第１５号平成２２年度浜中町水道事業会計補正予算第３号

について、提案の理由をご説明申し上げます。 

この度の補正は、決算見込みによるものです。予算第３条、収益的収入及び支出では、

収入で１款水道事業収益、２項営業外収益、２目他会計補助金５５万１，０００円を減

額。支出で１款水道事業費用、１項営業費用１目浄水及び配水費は、旅費２万５，００

０円、備消耗品１０万円、修繕費１００万円はいずれも不足見込みからの追加、通信運

搬費３０万円、動力費１５０万円はいずれも実績見込みからの減額、２目総係費は、手

当１０万円、旅費５万２，０００円はいずれも不足見込みから追加、法定福利費７０万
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円、委託料２０万円はいずれも実績見込みから減額、３目・減価償却費、有形固定資産

減価償却費１万３，０００円は不足見込みから追加、４目・資産減耗費はテレメーター

整備工事の完了により固定資産除却費１９５万９，０００円を追加、２項・営業外費用、

１目・支払利息及び企業債取扱諸費は、企業債利息８０万円、借入金利息３０万円は、

いずれも実績見込みから減額しようとするものであります。これにより、補正後の収益

的収入及び支出の総額は、それぞれ５５万１，０００円を減額し、１億７，００７万４，

０００円となります。 

次に、予算第４条、資本的収入及び支出では収入で、１款資本的収入、２項補助金、

１目他会計補助金１７８万５，０００円を減額。支出で、１款・資本的支出、１項・建

設改良費１目メーター費２万円は不足見込みから追加。２目・配水施設費１７８万５，

０００円は確定により減額しようとするものであります。 

これにより、補正後の資本的収入は１，７２１万８，０００円。資本的支出は、８，

２４９万９，０００円となり、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は６，５

２８万１，０００円となりますので、過年度分損益勘定留保資金で補てんする額４，９

２６万１，０００円を４，９２８万１，０００円に改めようとするものであります。 

また、予算第６条に定めた議会の議決を経なければ流用することができない経費、職

員給与費は６０万円を減額し４，６２４万８，０００円、予算第７条に定めた他会計か

らの補助金は６，５７７万円を６，３４３万４，０００円に、それぞれ改めようとする

ものであります。 

以上、提案の理由をご説明申し上げましたので、よろしく御審議くださるようお願い

いたします。 

○議長(波岡玄智君） これから質疑を行います。ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 質疑なしと認めます。 

これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 討論なしと認めます。 

これから議案第１５号を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長(波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第１５号は、原案のとおり可決されました。 

 

◎日程第９ 町政執行方針  

 

○議長（波岡玄智君） 日程第９ 町長職務代理者より平成２３年度町政執行方針の表

明を受けます。 

副町長。 

○副町長(松本博君） 平成２３年第１回浜中町議会定例会の開会に当たり、新年度に

おける町政執行の所信と基本的な姿勢について申し上げ、町民の皆様並びに議員各位の

御理解と御協力をいただきたいと存じます。 

（町政執行方針説明あるも省略） 

○議長(波岡玄智君） この際暫時休憩いたします。 

（休憩 午後 １２時０４分） 

 （再開 午後 １２時５８分） 

○議長（波岡玄智君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

◎日程第９ 教育行政執行方針  

 

○議長（波岡玄智君） 日程第１０ 教育長より平成２３年度教育行政執行方針の表明

を受けます。 

教育長。 

○教育長（松本賢君） 平成２３年第１回浜中町議会定例会の開会に当たり、新年度に

おける教育委員会が所管する教育行政の主要な方針について申し上げますと共に、町民

の皆様並びに議員各位の御理解と御協力をいただきますようお願い申し上げます。 

（教育行政執行方針説明あるも省略） 
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◎日程第１１ 一般質問  

 

○議長（波岡玄智君） 日程第１１ 一般質問を行います。 

通告の順番に発言をします。 

１０番加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 通告に従いまして、質問させていただきます。 

榊町小学校、琵琶瀬小学校、姉別小学校、西円朱別小学校の統廃合計画を一時凍結し、

地域経済の再生集落の再生を目指すまちづくりを考えてみてはどうでしょうかと、こう

いう質問をさせていただきます。 

まず、２月に発表された２０１０年１０月の国勢調査の浜中町の人口は６，５１１人

と示されました。大正９年に始まった国勢調査によりますと、大正１４年の６，５３６

人と８６年前の人口を下回ったことになります。この人口減を浜中町はどのように受け

止めておりますか。まず、この点の人口減の結果についてどうみたか、という事でお答

えをお願いします。 

○議長（波岡玄智君） まちづくり課長。 

○まちづくり課長（瓜田正之君） まず１点目、この人口減を浜中町はどのように受止

めているかというご質問にお答えさせていただきます。御案内のとおり北海道では２月

１５日に、昨年１０月１日基準日として実施されました、国勢調査の人口と世帯数の速

報値を発表いたしました。浜中町は人口６，５１１人、世帯数は２，３４２世帯となっ

ております。因みに平成１７年の国勢調査結果では７，００５人、世帯数では２，３３

８世帯でしたので、この５年間に人口は４９４人減、世帯数は４世帯増となっておりま

す。 

これは、平成１２年から平成１７年までの減少率が４．５％でしたので、比較します

と７．０％と前回より２．１％ほど高くなっているという状態であります。あくまでも、

速報値ということの人口数、世帯数のみとなっておりますので年齢、構成などについて

の分析は、今のところ出来ない状態にあります。国や道の大方の推測によりますと、新

聞報道でありますけれども、人口減の要因は出生数の減少や、死亡者の増加等の自然増

減によるものと、雇用情勢の悪化による若年層の都市部への人口流出により社会的増減

が考えられる。地方は今後も更に減少傾向となっていくほか、核家族化が進むと予測さ
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れております。これらの事からも、今後の対応として第５期総合計画でもありますけれ

ども、今後の対応としては生産基盤の整備を進めて・・ 

○議長（波岡玄智君） 一問一答ですから、質問したことだけに答えるように留意して

ください。 

○まちづくり課長（瓜田正之君） はい。よって、総合計画に沿って、一次産業の振興

を柱にしまして、地域の自然を守りながら進めて行きたいというふうに考えております

のでご理解願います。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 私は、今回の人口の激減に大変大きなショックを受けました。

それは、予想を遥かに超えた減り方だったからです。第５期総合計画と比べて、第５期

総合計画では２０１９年には、いくらになるというようなことを出していましたけれど

も、それと比べてみてどうでしたか。 

○議長（波岡玄智君） まちづくり課長。 

○まちづくり課長（瓜田正之君） 第５期では、住民の大よそとして６，０００人とい

う推測をしております。この傾向でいきますと、概ね、このような状況になろうかとい

うふうには推測しておりました。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） ６，０００人になるのは、２０１９年ですね。 

それで、現在２０１１年ですから、このスピードでいきますと、２０１５年～１６年

には６，０００人になるような、そういうことでないのかなと私は、計画よりもずっと

早く進んでいるという答えが返ってくるかなと予想しましたが、そういう認識で無かっ

たことが少し残念です。 

それで町として、この人口減に歯止めをかける決定的な政策を持っているかどうか。

先程、副町長や教育長の執行方針、教育行政執行方針聞きましたけれども、政策はなか

なか良いのですけれども、人口に歯止めをかける程の政策は載ってないと。町はこの人

口減に対して、私ほどの危機感を持ってないのではないかと、そんなふうに受け止めま

したが、私はそう思うのですが如何でしょう。 

○議長（波岡玄智君） まちづくり課長。 

○まちづくり課長（瓜田正之君） 何度も申し上げますけれども、２２年度からスター

トした第５期の総合計画で、今後１０年後６，０００人という事を推測いたしまして、
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その中での計画であります。 

その中で、第一として一次産業の発展、これが浜中町にとっては最優先の人口減を食

い止めるものではないかというふうに考えておりますのでご理解願います。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） それと併せて最近、町長から最近でなくても、先ほども言わ

れましたけれども、今年度で２つの学校の閉鎖、それから来年度末で１つの学校の閉鎖

が予定されていると。この学校閉鎖は、平成１８年に再生プランの中で示されたことで

すけれども、私はこんなに早く、それぞれの学校が閉鎖になるものだとは思ってなかっ

たのです。この４校が近々閉鎖になるということは、その人口減にますます拍車をかけ

るものでないかなと思って、今回の質問で学校閉鎖は待ってくれという中身の質問であ

ります。 

それで、次に進みますけれども、榊町小学校始め統廃合を予定されている４つの学校

の開校年月日と閉校予定月日はいつですか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） ４つの学校の開校年月日と、閉校年月日という事でござい

ますけれども、まず姉別小学校が開校年月日昭和６年５月２７日でございます。閉校予

定年月日は平成２４年３月３１日。西円朱別小学校開校年月日が昭和６年３月１６日、

閉校予定年月日が平成２４年３月３１日。琵琶瀬小学校開校年月日が大正２年２月５

日、閉校はまだ正式決定ではございませんけれども、予定として平成２４年３月３１日。

榊町小学校開校が明治１２年１０月１０日、閉校予定が平成２５年３月３１日となって

おります。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） これらの今言われました学校、一番古いのは明治１２年です

か、それに始まって昭和までということですけれども、それぞれの集落は、この歴史を

振り返ってみますと、学校を中心として、その集落の人方の拠り所にしながら、ずっと

生活してきたというのがあるんです。それが無くなるという事が、どうなのかというこ

とも考えてみる必要があるのかなと思うのです。 

それで４つの学校があるのですが、そのうちの２つだけ取り上げてみたいなと思うん

です。１つは、榊町小学校です。先程、課長も言いましたように明治１２年の開校と浜

中町で一番早い学校ですよね。開校が一番早い看板にも書かれてありましたけれども、
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２２年度で１３０周年記念という看板があったと思います。鉄道も道路も整備されてな

い中で人々はどうやって、そこまでやってきたんだろうかというのが想像されるのです

けれど、琵琶瀬や榊町小学校は陸路よりも海の航路を使って、先人達がやってきたよう

に浜中町史等には書かれておりましたし、姉別北、姉別の学校や西円は鉄道が開通にな

ってから、どんどん人が入ってきたという、そういう歴史があったように思います。 

それで、その開校当時の榊町小学校の生徒数、戸数、そしてまた主な生活の糧等は、

どのようなものだったのでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） 榊町小学校の開校当時の状況でございますけれども、児童

数は４０人で戸数は、ちょっと明治１４年となってしまいますけれども８１戸と記憶さ

れております。主な生活の糧ということでございますけれども、昆布漁を初めとして、

ニシン漁等の漁業が中心だったようでございます。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 私の調べたのとほぼ同じで、今も同じく昆布漁と。それから、

戸数も最初の明治３年頃は２９戸で８１名と、もっともっと少なかったけれども、１４

年位になるとずっと増えてきたという事もそうですし、それから昆布とニシンという事

で、この漁もとっても盛んだったというふうに私も理解しております。 

次に、山の方に行きまして西円朱別小学校ですけれども、これは昭和に入ってから昭

和６年の開校というふうになっておりますけれども、この６年の開校に漕ぎ着けるまで

にどのような過程があったでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） 昭和に入りましてから入植されて、その当時の生活の状況

は、相当厳しい状況にあったというふうに記録されております。 

当時の生活の糧としては、夏はえなきび、馬鈴薯を耕作をして、それらを主食にし、

冬は炭を焼いて収入源としていたというふうに記録されております。以上でございま

す。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 昭和に入ってから、昭和６年ということですけれども、これ

は、根室線本線ですね。国鉄の厚岸、厚床間が大正１４年くらいの時に通過して、鉄道

がどんどん作られていったと。この過程の中で、どんどん人口が増えていったという事
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ですよね。大正１４年に６，５００人のも人口があったというのは、僕はとても驚きだ

ったのですけれども、北海道開拓使が札幌に出来て以降、石炭を掘るための鉄道が出来

てきて、そして奥へ奥へと鉄道が伸びて行ったと。その結果、入植者も西円朱別は昭和

２年に６戸、昭和４年に５戸、そして学校の出来る６年には９５戸もあったというふう

に記されていました。 

それまでは、茶内第３小学校に生徒達が通っていたのが、そうなったというような事

で、地域の学校というのは先ほども言いましたように、その地域の人たちの拠り所であ

ったというのが想像される訳です。 

それで今回、次に移りますけれども統廃合が、それぞれの地域で決められてきた訳で

すけれども、統廃合をする理由は４つとも同じような内容で、統廃合の理由は言われて

いると思います。 

また、そういう歴史ある学校を無くすことに対する、集落の人方の思いなども同じよ

うなものが、あるのではないかなと思いますけれども、どのように聞いていますか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） 議員さんおっしゃるとおり、４つの地域で共通して言える

ことは、それぞれの地域の歴史的な経過から生まれた学校に対する思いや、地域の文化

あるいはコミュニティーの中心である、学校を無くしたくないというのが本音だろうと

思います。そういう声も聞こえております。 

しかしながら、児童数の減少によりまして同級生が居ない、あるいは居ても１人か２

人といったような中で勉強するよりも、少しでも人数の多い学校で、同学年での多種多

様な考え、友人関係、競い合い等を経験させたいという保護者の願いを組入れ、統合や

むなしという結論に至ったものと受け止めております。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 今、課長が言われたとおりのことが、どの地域でもそういう

気持ちだということがありますし、それから若い父母の方がそうですけれども、やっぱ

り自分たちの代で本音を言えば、この学校は残したくないとそういう声もあったと思う

のです。それでそういう声があったのですが、行政の立場としてＰＴＡや地域が統廃合

に至ったとしても、行政の立場として、この４つの学校が統廃合を決めたという事を、

行政はどのように受け止めたかという点ではいかがでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 
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○管理課長（金田哲也君） 私ども平成１７年１２月に、町立小中学校の適正配置にか

かわる基本方針というものを決定いたしまして、その後、各学校あるいは地域の方々と、

お話し合いをさせていただいて、結果的に子供の幸せを願い教育に対する深い理解を示

されて、統廃合という結論を出されたと。苦渋の決断だったろうと地域の皆さんの思い

を重く受け止めております。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 町行政、教育行政としては、そういう地域の意見を深く受け

止めて、行政が持っていたものと一致したという部分もあるので、それで承諾をしたと

言う方向だと思います。 

でも私は、もう少し違った見地から、そんなに急いで統合しないで、もう少し考えて

みないかという事もあっても良かったのかなと思うのです。住民は、目の前に居る自分

の子供のことを考えて多少、その親が忙しい思いをしても学校まで送って行く、遠く離

れたところに子供たちは通わなければならないが、これはしょうがないという考えの方

が多いかなと思います。でも、学校を残して有利な道ってあるんだよという、これは父

母も気付かないと思うのです。少人数学級になっても、有利な面はあるんじゃないかと

いう、そういうものを示していくということも、あっても良かったのかなと思うのです。 

それで、次に今ある校舎の建設費総額及び起債残高、それから償還日はいつになって

いるかと。この質問はあまり年数の経っていない、借金も返していない、そういう中で、

部落の人がそう言ったからといって閉校に合意するという事で良いのかという事です。

借金がどうなっているか、無駄がないのかというような事から、今の質門に答えてもら

いたいと思います。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） それぞれの学校の建設費等でございますけれども、まず、

榊町小学校の建設費は校舎と屋内体育館を合わせて３億３，９５０万円、起債残高は２

３年の３月３１日現在でございますけれども６，４８２万１，０００円、最終償還日年

は平成３７年となっております。琵琶瀬小学校の建設費につきましては２億４，３００

万７，０００円、起債残高が９，０９６万２，０００円、最終償還日年は平成４０年と

なっております。ちょっと体育館の建設費につきましては、調べきれませんでしたので

申し訳ありません。姉別小学校の建設費でございますけれど、これも体育館の当初の建

設費については調べられませんでしたけれども、平成１３年度に改修を行った時の費用
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と校舎と合わせまして３億４７万４，０００円、起債残高７，６３０万４，０００円、

最終償還日年は平成３４年となっております。西円朱別小学校の建設費は３億１，１５

５万５，０００円、起債は償還済みでございます。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） ありがとうございました。ほとんど３億円、これは屋体と校

舎合わせての建設費、西円を除く３つの学校は起債がまだ残っているというような状況

で、西円朱別小学校はまだ２０年ですから、これはまだ十分使えるそういうものになっ

ていると思うんです。それで、耐用年数もまだまだあると思うので早期閉校、学校を閉

校にするという見通しの甘さというのはあると思うのです。 

例えば、琵琶瀬小学校については、平成１４年築ですから、築８年と１０年も経って

いないのです。先日行ってみましたけれども、とても暖かくて綺麗で管理も良く、未だ

新築校舎です。どんなに生徒が少なくても、閉校という話にはならないのが普通ではな

いかなと思うのです。この議会で建てると決めたのは８年前ですよ。やっと３年後から

借金を払い始めたという中で、もう閉校ですから、これはどう考えても一般市民から見

たら、納税者の側に立ってみてもおかしいと、認められないということだと思うのです

が、この点についてどう考えていますか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） 琵琶瀬小学校につきましては、平成１４年度に建設、勿論

その当時、それから先の児童数等の推移を見ながら建てたものとも思われます。 

また、その当時の学校は老朽化して、相当雨漏り等が酷かったということで、見通し

甘さということでございますけれども、当時は、まだ統合ということは考えられないと

いいますか、琵琶瀬小学校につきましては、建設当時の児童数が２８名おりました。そ

の後、推移を見ましても２０人前後で来ておりましたけれども、平成２３年度以降１３

人というふうに考えられないスピードで児童は減ってきていると、この推移をみますと、

ずっと一桁の児童数になってしまうというような状況で、建設した当時では考えられな

いような児童数の減という事があって、今回統合に至ったものと思いますので、見通し

の甘さということはなかったと思っております。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 今日の教育委員会は、見通しの甘さは無かったというのです

が、結果的に見たらやっぱり見通しは甘かったのではないかと思います。 
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それで、私この４つの学校に一時凍結をしてもらって、１０年間学校閉鎖しないと。

その間、何とか学校の周りに人口を増やして、そして集落の再生に取り組むといいます

か、カンフル剤といいますか、何か１つ目標を持って、それをすることによって、地域

の再生ということを考えてはどうかと私は思ったのです。 

それで、この４つの学校これから建っていて継続して学校が存続したとして、財政的

な損失はあるのかと。財政的に見てどうなのかということで質問します。学校が４校あ

ることによって、地方交付税の算入が１校幾らくらいで、４校であれば何千万円の交付

税が支給されているようになっているのかという事と、それと需用費等の学校経費で

す。１年間４つの学校の経費を計算してみて、その合計オーバーしているのか。余って

いるのか。その辺の数字もお願いしたいと思います。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） ４つの学校の交付税でございますけれども、１校当たり、

だいたい１，１００万円くらい入っておりまして、地方交付税の算定の基準財政需要額

で御説明させていただきますけれども、４校合計で約５，４１４万９，０００円となっ

ております。 

支出につきましては、たまたまこの４つの学校では無いのですけれども、第三小学校

は規模が大体同じですので、その例にとらせていただきますと、年間４５０万円程の支

出でしたので、起債償還分除いて４校で約１，８００万円の支出となります。差し引き

ますと３，６１４万９，０００円となっております。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 学校存続という事では、支障を来すどころか、相当厚く支援

されているということが言えると思います。 

また、そこで働く教職員ですね。その方々の給料、これを町に落とす給料も相当な額

に上ると思いますが、それは概数でいいですけれども、年間どのくらい賃金として町に

落ちているようですか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） これにつきましては申し上げられませんが、資料として道

教委に照会してみたんですけれども、資料としては教えていただけませでした。たまた

ま、霧多布高校がございますので、義務教育と霧多布高校の先生はちょっと違うのです

けれども、例えば年齢３２歳ぐらいの方で計算させていただきましたけども、大体１人
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当たり５００万円を切る４９０万円前後というような事でございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） ５００万円というようなことで、大体１校５人にして計算す

れば出てくると思うのですが、これは学校を存続していて財政的に、浜中町としては困

ることは無いと思うのですが、そういう理解でよろしいでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） 財政面だけで考えると、そのようになるのかなと思います

が、私どもは、あくまでも子供たちの教育の環境ということを第一に考えて、統廃合さ

せていただいておりますので、ご理解頂きたいと思います。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） それで、財政面ではなくて少人数学級で続けられないかとい

う事で質問したいなと思います。 

先程、課長が親の気持ちについて、子供の人数が足りない、それから大勢のところで

競争して、競争力もつけさせたいと大人数の学校で会話も進むだろうし、そういう力も

つけさせたいということから、子どもの数の多い所に行かせたいというのですが、私は、

違うんです。そういう学校でも、１人学級だからこそ出来る行き届いた教育という事も

あると思うのです。その子に合った言葉は、あまり自分としては好きじゃないんですけ

れども英才教育の実現、それから少人数学級の児童生徒、現行でも基礎学力の面で優れ

ているんです。私は地元の中学校で１２年間居ましたけれども、霧小から来る子供たち

と、琵琶瀬から来る子供たち、それから榊町の小学校から来る子供たちが居るんですけ

れども、どちらかというと小規模、少人数学級の子供達はきちんと個人指導ですね。一

人学級というのは無かった、みんな５人・６人のクラスだったんですけれども、とても

目が行き届いた教育がなされてきたなというのがありましたし、それから丁寧に教えら

れるというのと学習指導要領というのがあるんです。 

それぞれの教科で、何処まで進めるかというような事で言えば、学習指導要領に沿っ

た勉強なんていうのは、１人２人の学級では半年で終わっちゃうんですよ。教科書なん

かは。ゆっくり進んでも１２月いっぱいで勉強は終わってしまって、じゃー後１月から

３月まで復習しましょう。なんていうそういうことをやれるのです。 

ですから、大きな学校でも置いていかれるような子供というのは何人か居るんです。

漁場で育ったり農村で育ったりして、ポカーンとしている子供も居るし、ゆっくり育っ
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ている子供も居るので、そういう子供たちにとっては、その地域の学校というのは、と

ても丁寧に教えられて置いていかれるということはないんです。そういう良い点もある

んですね。指導主事も指導室長も見えておられますが、こういう良い点もあるというこ

とについていかがでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 指導室長。 

○指導室長（梅津和広君） ただいまの御質問にお答えいたします。少人数学級の現状

としましては、１学年１人、いわゆる１人学年という事はありますけれども、小学校の

場合は、２個学年が１学級という形で複式学級になりますので、１人学級という事はあ

りません。 

特別支援学級では、そのような形がありますけれども、必ず２人以上が１つの学級と

なっている訳です。少人数学級という事で１人１人の児童生徒に対し、教師がきめ細か

な関わりが出来るという事は確かであると思います。しかし、小規模校は学力が高いと

いう事は決して言えません。 

また、学習指導ですけれども１人の教師が２学年の授業の指導を行うことから、教師

は大変苦労して２学年同時の授業を行っています。早く進むという事はなく、今おっし

ゃいましたけれども、半年で学習内容が終わるという事は現在決してありません。 

また、２学年の指導を１人の教師で行うという事は、片方の学年は自習のような形に

なったり、そういう繰り返しで授業が進む訳ですから現在、基礎教の習得や活用力を身

に付けようという、そういう授業で一問一答的な学習ではなく１つ大きな問題に対し、

考え方や解き方の見通しを立てて、今まで習った既習事項を活用して、どうやって解決

したら良いのか、そして自分の考えをまとめて発表する。友達の考え方を聞いて自分の

新しい考え方を発展させる。そういう考える過程を大切にし、全ての子供に対し、きめ

細かな学習指導を行っているというのが現状で、少人数でも人数が多い学校でも、その

ように授業を行っていますので、小規模校、人数の多い学校それぞれの利点はあります

が、小規模校だけが授業が早く進むという事はないと思います。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 教育現場からかなり離れたものですから、申し訳ないと思い

ますけれども、複式の場合は１年生に教えて、２年生はこっち側にとそんな感じで進め

る訳ですが、少人数学級で言いますと１つの例として、浜中町には姉別の南中学校とい

うのがありまして、ここの生徒数中学１年生が１人、中学３年生が２人です。今年その
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２人が卒業しますと、１人の子が２年生・３年生と全校生徒１人の生活が２３年度から

２４年度と繋ぐんです。この事について姉別南小学校の学校通信を見させてもらったと

ころ、校長がそのことについて触れていまして、来年と再来年は生徒数が１人になると、

中学校の先生は３人しか居ません。どうなるものかと頭を悩ませています。という校長

の意見がその中に載っていました。 

多分、それを見た、この１人の子供の親はやっぱり駄目かとなるのですけど、私は小

学校の教員もやったことがあるので、小中併置校におりましたから、そのことを思い出

して言いますと、姉別の中学校は１人の学校に先生が３人居ります。そして小学校は３

つのクラスに先生が多分５人居ると思います。 

ですから、小学校３学級と中学校１学級を小学校の先生５人と中学校の先生３人の合

計８人で、中学校の先生が小学校に行き、小学校の先生も中学校に行くと渡り歩いて、

そして見ていく。これを小学校の先生は、授業が３０時間あれば、３０時間ずっと生徒

から離れないでやります。中学校の先生は３２時間あっても３人で分担しますから、１

週間１０時間です。あとの２０時間は教材を揃えるなんて言っても、１時間あれば１週

間分の教材が出来るんです。１人学級だから。 

だから、そういう点では中学校の先生が小学校に行く、小学校の先生が得意教科で中

学校の応援をするという、こういうことも可能ですね。だから、その校長先生は、そう

いう渡り歩いたりすることも考えられないのかと。私の時代は、やりましたけれども今

はそういうことは出来ないのですか。室長。 

○議長（波岡玄智君） 指導室長。 

○指導室長（梅津和広君） 生徒の人数については、現在、中学校２年生は２人おりま

すので、新年度の中学校３年生は２人という事になるかと思いますけれども、現在、小

学校教諭が中学校で授業を行う為には、その申請を行わなければならず、その教科の免

許を持っていなければならないということで、申請を上げて許可された場合にのみ、止

むを得ない理由でということで許可された者のみ、その渡りと言いますか、小学校教諭

が、中学校教諭の授業が行うことが出来るというような制度になっております。以上で

す。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） その時もそういう状況がありましたけども、全教職員で話し

合って、最良の方法でやろうということで書類は出しながらやりました。今の先生方は



 33

小学校・中学校・高校の免許を持っています。幼児教育・障害児教育も持っていれば、

色んな免許を養務学級の教員免許も取らないと出来ないので、小中やれる能力というの

はあるんです。 

次に進みます。学校統廃合について私は、学校訪問もさせていただきましたが、校長

に電話して、統合になる事について、私ちょっと聞きたいのでお伺いしてよろしいでし

ょうかと言ったら、統合は父母が決めた地域が決めたので、そちらの方に行って聞いて

くださいと、会ってもらえませんでした。会ってくれた校長先生は、地域が決めたので

と言うことで、私は賛成です、反対ですということもなかったです。それから推して知

るべしで、一般の教員が実際に子供たちの担任をやっている先生方が、学校統廃合に口

出しするということは出来ないような状況になっていると私は思いました。 

これは、この浜中町の教育にとって学校教員というのは、やはり地域の教員であって

自分達の時代は、そういう農村地域に行ったらもう家族同然ですよ。７年も８年もそう

いう部落にいたら、そういう先生方が実際に子供たちを教えていて、統廃合にやっぱり

口を出していくと。この子供はやっぱりここの小さい学校で勉強した方が良いというよ

うな事を、親を説得できるくらいの教師であってもらいたいなと私は思うのですが、今

はそういう学校の先生方が統廃合について、コメントを出すというのは遠慮しなければ

ならない、そういう状況にあるのでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） ここの学校の状況につきましては、承知しておりませんけ

れども、私どもの方からは、なるべく口を出すなとかそういうような事を言った事はご

ざいません。以上でございません。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 地域の先生が、こういう問題に子供の教育にかかわる問題、

これは、ただ勉強を教えるだけではなくて、子供たちの学習環境がどうなるかというこ

とで、やはりきちんと地域の父母に話して、そういう力というのも大事だと思うのです。 

ただ、先生たちがこんな小さい学校にいるよりも、大きい学校に行った方がいいでし

ょうなんていう話になると、これはまた話にはならないかなと思うのですけど。私は子

どもに焦点を当てて考えるならば、そうでないかなと思います。 

次に移りますけれども、学校を残したはいいけれども、次に、どうするんだというこ

とです。やはり子供を増やさなければならないので花嫁対策ということですね。こうい
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う限界集落といわれている地域を再生させるのには、全国的にいろんな取り組みがなさ

れていますよね。テレビを見ても新聞を見ても。子ども連れの若い夫婦を地域に呼び寄

せる、小学校・中学校・高校生の山村留学、企業誘致、移住斡旋、都会から農漁村の生

活へ集落ごとに移転を呼びかける等々、色々あるのですけれども、まず手っ取り早いと

ころ、このうち１点だけ花嫁対策というのがありますね。過去にも７・８年前まで浜中

町でも花嫁対策というのはあったと思います。この花嫁対策ですが、今浜中町ではこう

いう取り組みがなされておりますでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 副町長。 

○副町長(松本博君） 久しぶりに聞いた言葉でありますけれども、花嫁対策は以前あ

りました。農業の段階で花嫁対策という事で、それは今の後継者対策協議会の全身の組

織名でありました。その当時、花嫁という事で中心に名簿ですとか、後継者対策の一環

の運動としてやられましたけれども、その後、花嫁だけではないよと花婿も当然、該当

しますよということで花嫁花婿を併せて、今度は後継者対策という名称に変わり考え方

が繋がって、今、現在に至っているところでございます。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 名前が花嫁対策でなくとも、私はやっぱり何もアクションを

起こさないよりも、こういうアクションを行ったらどうかと思うのです。今、子供たち

を小学校にあげている地域の父母は、嫁さん何とかしてくれれば、あそこにも、ここに

も居るんだよなと。そういう結婚したいということを自分から言いだせない男性も居れ

ば、女性も居ると。 

それと、俺１人の稼ぎじゃ家族養えない、私しっかりしたお金のある人でないと結婚

生活しても上手くやっていけないなんていう、そういう古い考えを持っている人がおり

まして、こういう事では中々結婚出来ないですよ。みんな半人前、半人前の給料、収入

しかないのですが、結婚することによって、何とか一人前の収入も得る事が出来るし、

そういう点ではもっと積極的に働きかける。そうしないと逃げてばかり居るという若者

が年をとれば取るほど離れていってしまうので、私はやっぱりこういう組織で色々とお

世話する人は、結婚したばかりの人、結婚して幸せだって思っている人、そういう人方

は自分達が幸せだから、みんなも幸せになった方が良いと、既婚者も独身者も一緒にな

ったそういう集まりで、それを進めていくとか、そういう事が我が町にとって大事なの

かなと私は思います。 
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その他、先ほど言いましたように地域に若い夫婦を呼び寄せるという、そういう取り

組みも色々あるので、これも若い人が中心になってやっていけたらなというふうに思い

ます。 

次に、小規模校に居たら集団での会話力やあるいは野球、サッカーが出来ないという

不満があって、野球をやらせたい、サッカーやらせたいという親も居るんですね。これ

は中々、今閉校するという学校においては、これは無理ですよね。諦めなくちゃならな

いと思います。しかし、現在もやっていると思うのですが、集合学習、交流学習を通じ

て、その大規模の学校に行って、チームプレーをやるとか、そういう場合は学校配分の

お金も先ほど交付税で支払われているお金が沢山あって、需用費があるのですが残りが

いっぱいあると。そういう場合は、やっぱり先生方の車や親の車ではなくて、大型タク

シーでもいいから、タクシーを使って輸送して放課後野球をやるんだというようなこと

も手伝ってやれたらいいかなと思うし、また小学校の時に出来なくても中学校、高校に

進んでから十分その花開く子供たちも居るし、高校に行ってから花開いたり、あるいは

大学行ってから、ちょっと名前聞いたことあるなというような事で山登りやったり、そ

ういう人もちょっと出てくる訳ですよ。 

だから、小学校でひとりぼっちだったけれど、上に行ったらどんどん伸びていく子と

いうのはあるので、基礎体力は小学校時代に養いながら、集団スポーツはそんな形で将

来に託して楽しんでもらったらどうかなと、そんなふうに思いますし、集団競技が出来

ないということでの不満も先程、課長からありましたけども、その点については、こう

思うのですがいかがでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） 確かに小さな学校では、それなりに色々工夫しまして、集

合学習だとかで、普段出来ないような事を補うような活動をしていると思いますけれど

も、それには限界というものがありますので、私としましては、出来るだけ小学校の頃

に色んなスポーツなり何なり、色々な体験をしていただいて、その中から自分に合った

ものを選んで行くと、そういうような形が理想ではないかなと思っております。以上で

ございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 次に、学校の存在ですね。今までも、地域の文化の支柱であ

って地域の未来の象徴でもあると思うのです。そういう点では、学校に集落の人達が集
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まって楽しく、その子供たちの言うことを語らったり、自分たちも一緒に遊んだり、そ

れからお祭りなんかも今までどおり続けることができたり、その拠り所として、まだ継

続してやれると、大事な文化の場所だという事で私は、残ればそれに越したことはない

と思うのですが、これは何か意見があれば答弁お願いします。 

○議長（波岡玄智君） 管理課長。 

○管理課長（金田哲也君） 確かに、学校というのは歴史的にみましても、文化あるい

は地域のコミュニケーションの活動の中心となっているのは事実でございます。 

しかしながら各地区には、自治会というものがございますので、これらを中心に今後、

その文化活動やら、コミュニケーション活動をやって行けないことはないと思っており

ます。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 最後の質問ですけれど、日本の経済の動向を見極めてやはり

今の国が進めている政策であれば、漁業や農業はこれからも今まで以上にやっぱり苦労

するのでないかなと思うのです。どういう事かというと、余りいい言葉ではないのです

けれど、日本のその政治は長いことですね、食料の輸入に道を開いて来て、日本には農

漁業はいらないんだと、食糧が安い外国からの輸入食品を食べればいいんだと。凄く安

い物をどんどん輸入して、その事によって農家が酷い目に遭ってきたと減反をしなが

ら、その分輸入量をお米の減反をしながら、輸入をどんどん増やしてくるとか、それか

ら、サーモンとかそういうものだって北海道で獲れているのは避けといて、そして外国

のものを食べるというそういう形になっていると思うのですが、そういう点では、副町

長の行政報告にもありましたけれども、特に私は浜に住んでいるので、一番分かるのは

水産の対策がよく分かると思います。 

それで、とっても良い政策で進めてやっていると思うんですね。こういう漁業を進め

れば、何とか漁業者にも明るい光が見えてくる、そういう方向なのかなと思うのです。

色々たくさんの政策がありました。最近、この付加価値を付けるという事では産直です

ね。今まで、昆布なんかでも２０キロを一段として梱包して、どんどん乾燥昆布で送っ

てやるという、そういうのがあるのですけれども、天然昆布生産日本一の食べる釧路昆

布、この食べる昆布釧路から浜中までのその昆布の売り出し、これは出汁よりもずっと

消費量が多いと思います。中国からもどんどん調製品等も入ってきて、合計１万トンく

らいが入ってきているんじゃないかと言われてる程ですけれども、対抗できるのが、こ
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この海で取れた天然昆布です。これを漁組でもいいし、生産者は個々でもいいのですけ

れども、ブランド品を作って乾燥昆布で売って収入を上げてきた他に、そういうものを

作って産地直送加工して売ると、そういう道を大いに開いていく。 

あるいは酪農でもチーズ等、色んなチーズこの辺の人方も作っていて、それをブラン

ド化していくというそういうものもあるのですが、そういう事に力を入れて、もう産直

で個々の農家や漁家に年間１００万円から１２０万円程の収入がやれるような、そうい

うことも考えて行く、それが地域の活性化に繋がるような方向に行くとするならば、良

いのではないかなと思いますが、いかがでしょう。 

○議長（波岡玄智君） 水産課長。 

○水産課長(野崎好春君） ただいまご質問にありました、漁業振興にかかわる産直事

業等の推進でございますけれども、現在、両漁業協同組合では水産加工施設等を活用し

て、付加価値を高める為の、１．５次サンマの加工やあるいは刻み昆布の製品化、更に

は昆布につきましては、釧路管内の昆布普及推進協議会これは漁業協同組合、５単協が

組織しております。その中にも、各５単協の行政機関として、町としても入っておりま

すけれども、昆布につきましては過去には、台湾方面には３，０００トン近くの輸出も

ありましたけれども、現在、中国からの輸入ということで北海道の昆布は、本当に数１

００トン程度ということで推移しておりますけれども、こういう組織等とも連携を図り

ながら、昆布の消費普及活動に支援して参りたいというふうに考えております。以上で

す。 

○議長（波岡玄智君） 農林課長。 

○農林課長(箱石憲博君） いわゆる産直で所得アップをというご質問でございますけ

れども、ただ今、水産課長の方から漁業関係の方についてはお答えがありましたが、本

町の酪農における産直とした場合に御案内のとおり、生乳の販売に関しては、色々な制

約がございます。 

その中で現に、浜中町でチーズを作られている農家が２戸おりまして、一生懸命努力

され、この方々のチーズについては全国的に高い評価をいただいているところでありま

す。御質問のように、そういった意味では付加価値を高めている事に繋がろうかという

ふうに思っております。 

しかし、実際に浜中の約１９０戸の酪農家の方々が、それでは全員がそういう形での

産直事業を出来るかというと、なかなか許可の関係やら設備投資の関係やら、あるいは
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労働力の関係から、かなり難しいものがあるのかなというふうに判断を致しております。

本町の酪農の中では、やはりそういった努力をされる方、これは当然、結構なことでご

ざいますから、何がしの支援が出来るものがあれば、そういう形で支援して参りたいと

思いますけれども、やはり生乳がいかに生産費に見合う価格で取引されて、本来の生乳

生産で安定した酪農経営が出来るかが最大の課題であり、問題だというふうに理解をし

ておりますので、農林課と致しましては、今後そういうようなところに支援をして参り

たいと、そのように考えているところであります。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 加藤議員。 

○１０番（加藤弘二君） 今、水産課長、農林課長言われた通りです。是非、そういう

事で成功させてもらいたいなと思います。 

それから、町長の執行方針の中で、私がとても気に入った言葉は、魚食の推進だと思

うのです。２回も言葉になって出てきてやる気だなって思いましたが、やはり日本の国

は海で囲まれたところなので、自分の所の浜で取れた魚を自分でさばいて、そして食べ

ていけるようなそういう国を復活させるという事が大事だと思うし、本当に時間最後に

なりましたけれども、私は言葉足らずで、十分自分の気持ちを表現するという事は出来

なかった様に思うのですけれども、総合的に学校問題、学校教育問題というのは、まち

づくりの総合的な問題だというふうに思うのです。 

私は、出来れば一時凍結１０年くらい凍結して、そしてみんなで役場の人や議員だけ

でなくて、本当にここに住んでいる人方が心を１つにして、町の再生をやってみようじ

ゃないかという方向で進めないものかなと思うのです。一旦、学校を閉校してしまった

ら起き上がってこれない、私は閉校した学校で、また再校したというのを聞いたことが

ないのです。休校というのはありました。隣の町の糸魚沢の高台に糸魚沢小学校があっ

て休校になったのですがずっと休校です。今も休校になっております。休校したら、も

う立ち上がれないというのが見たら分かるのです。そういう点では、一旦無くしてしま

ったら、また起こすというのは本当に大変だと思います。そういう点では、まだ２３年

度は始まっていませんから、是非みんなで考えてもらいたいなと。結論はどうなるか分

かりませんけれど。 

それで、最後に教育長に質問したいのですけれど、そういう一時凍結して、町の再生

とセットで存続という方向には行かないだろうかと。もしも４校のうち１校でもそうや

ってみようかなという地域があれば、それに対してどう対応されるか。その辺の答弁を
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お願いします。 

○議長（波岡玄智君） 教育長。 

○教育長（松本賢君） 今まで色々議論を交わされまして、最後に学校統廃合計画を一

時凍結してということで、町の再生にチャレンジする考えはないかとの御質問でありま

すが、色々統合には問題がありまして賛否両論あります。メリットもデメリットもある

と思います。 

文化の拠点であることにも変わりはないですし、どこの住民とて学校が無くなるとい

う事は寂しさを覚えるものだと思っておりますが、いずれの地区においても、今回の質

問を受けましたので、改めて一度処理等を交わして色々お話、事情を聞いたのですが更

にまた、今回の議員さんの質問に際して、再度ＰＴＡ会長さんですとか、自治会長さん

とお話をしました。いずれの地区におきましても、児童生徒の保護者の皆さん、あるい

は地域の方々は何回も集まって協議検討をされまして、最後に出された結論であります

し、地域は地域として学校がなくなるという事は十分に解っていると思いますけれども、

地域とてその学校が無くなることによって、地域の再生の道がないと自分達の将来が無

いというふうには思っていないと思います。自分達の将来は、各地区の皆さんが浜中町

ひとつになって、これからのまちづくりをやっていくと思います。 

その為に、行政もそして議員さん皆さんも、将来の浜中町の為に皆さんで力を合わせ

るという事だと思いますので、判断をされた地域の皆さんにとって、それが地域の衰退

を招くということになれば、非常に問題ある訳ですが、この辺のジレンマの中で最終的

な、色んな思いの中で決断をしましたので、この決断につきましては尊重したいと思っ

ておりますし、今後、情報提供をしながら強行的に統合を進めるような、１７年に色々

住民説明会やっておりますが、それから数年、各事の情報交換をしましたけれども、特

にこっちから積極的に出て行けという、過去の一般質問の議論がありましたが、うちの

方としては、情報提供するという視点で色々やり取りしていましたら、ここ近年になり

正式に３校と１校は非公式ですけれども申出がありました。 

そんなことで、それぞれの地域住民の思いがありますけれども、結論は全く同じで子

供の為を、今、目の前に居る子供の事を最優先に考えて子供の将来を考え、この統合の

止むなくに至ったという事でありますが、特に資料も色々ありますが姉別地区ですとか

琵琶瀬地区ですとか、色々地域における議論の経過がありますが、お時間が無いですの

で、結果としては重い結論に至ったということでありますので、今後もこの統合問題に
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つきましては、一程度４校が一気に来ましたので、一旦落ち着くとは思いますけれども、

この関係につきましては、学級編成を初めとします教育制度を踏まえながら、必要な情

報を提供して地域住民の皆さんの考えを尊重することを基本に、必要に応じて継続的に

対応して参りたいと思います。 

まちづくりに関しましては、我々教育の目的は将来の浜中町を担う子供たちを、自立

して物事を考える、先ほども執行方針で申し述べましたが、そんな逞しい子どもを育て

るということで、我々教育を進めていきたいと思いますし、今ある統合校舎について財

政的な面で考えますと、非常にマイナスだと言うことについて、過去の議論の中でこれ

は、はっきりとしておりますが一部保護者あるいは財政再建プランのおりにも、マイナ

ス面があるけれども財政的な視点ではなくて、目の前の子供、将来を思いまして、この

事を考えていくということで過去の回答もしておりますので、今後とも、地域住民の皆

さんの考えを最大限尊重しながら、将来のあるべき姿を求めまして、それで統合された

学校につきましては、極力その体制を整えて色んな所から来て、みんな知らない同士が

集まって色々懸念される面もありますけれども、その辺は教員研修をしながら、万全な

指導体制を確立するために努力して参りたいと思っています。まちづくりの関係につき

ましては、教育はそれまでの域だと思っておりますので、それ以外のものについては、

私の方から答弁する立場にありませんので、統合につきましては従来どおり地域とやり

取りしながら、今後も進めて参りたいと思っております。以上です。 

○議長（波岡玄智君） この際、暫時休憩いたします。 

（休憩 午後 ２時５９分） 

（再開 午後 ３時２８分） 

○議長（波岡玄智君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

一般質問を続けます。次の通告者。 

３番竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 先ず、町長の全快を１日でも早い事を願って質問に立ちたいと

いうふうに思います。 

私の質問は、管内トップ道内上位８位の高い国保税の引き下げについて御質問いたし

ます。被保険者１人当たりの平均年間保険税が１０万円以上を課す道内自治体が、平成

２１年度では１５７中６５市町村に達したとの報道がされました。浜中町の２１年度１

人当たりの平均国保税は１２万２６３円で管内トップ、道内８位にランクされておりま



 41

す。道内１０位以上にランクされている自治体の殆どが、法定外繰入をしていない自治

体であります。 

私は、平成１９年３月と２２年１２月の定例議会で高い国保税の引き下げを求めまし

た。町長は、管内で一番高い事は認めましたが、９６％を超える収納率を収納者の理解

が得られている証しとして、今後も法定外繰り入れはせず、独立採算制を堅持すると表

明されました。医療は、日進月歩進んだ医療を国民に公平に提供する責任は国にあるは

ずであります。 

しかし、保健福祉と連携しながら住民の健康を守っているのは、最も身近にいる保険

者である自治体であります。浜中町の１世帯当たりの平均国保税は、平均所得の１３％

を超える時代になっております。引き下げは喫緊の課題であります。 

以下、質問をいたします。先ず保険税と保険料というのがございますけれども、これ

はどういうことで違うのか。分かればご説明願いたいと思います。浜中の場合は税とな

っておりますけれども、税の方が多いのか保険料と言われているのが多いのか。分かっ

たら教えてください。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 保険料と保険税の違いですけども、これについては市町村

が主に保険税という形を取っております。大規模町村市とか、そういう大きな町村につ

いては保険料という形で定めているところが多いようです。 

ですが、中身的には求めるものについては同じ方法で求めていますから、呼び方が違

うというだけだというふうに理解しています。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） そうしますと、浜中の場合は税となっておる訳ですが、私はこ

の前の質問の中で、町長が答弁された内容は、この国保税というのは国保法から言えば

社会保障制度であるということは間違いないと、しかし、負担の側面から言えば助け合

い制度だというふうに答弁されましたけれども、これはどういうふうに理解したらいい

のですか。国民健康保険上は社会保障という事に、保障制度だというふうになっており

ます。だけど、負担の原則からというのは、これは国保上の問題ではないのではないで

すか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 国民健康保険法そのものは、国が定めた法律ですから当然
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の如く、これは社会保障制度です。 

ただ、その運用といいますか国保については、国保に加入している人方が相互に助け

合うという精神ですから、助け合って医療に掛かれると、そういう制度ですから、だか

ら税についても、保険料であっても保険税であっても、その保険給付費に不足する部分、

保険給付費に対して国からの補助金等を除いたものを税に求めるというのが、保険税で

あっても保険料にあっても同じですし、そういうことで運営していく訳です。 

だから、そういった意味で社会保障制度ですけれども、助け合いの制度でもあるよと

いうことでイコールなんです。そういう事で理解して下さい。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 町長の町政執行方針の１９ページでありますけども、国民健康

保険制度は、町が保険者として運営しており、病気や怪我に備えて加入者が保険税を納

め合って医療費の補助などに充てる助け合いの制度と。保険税は、その年度の医療費の

総額を推計し、国などの補助金を差し引いた額を保険税として、各世代に負担を求める

ものでありますというふうに言われているんですね。 

これは、とどのつまり憲法２５条では、国民の文化と健康これは国が責任を持ってや

るのだということが言われている訳です。したがって、国保の国の負担というのは、あ

るということだと思うのです。そうしますと、等しくその国民皆保険の立場からすれば

国民が本当に差別なく健康を守っていく、そして医療に掛かれると。そして新しい技術

もどんどん受入られるような、そういう制度であるべきだということから来ていると思

うのです。そういうことからすれば、国が財政的な責任を一方では持ちながら、同時に

被保険者である住民が一定の負担をするという制度だと思うのです。 

だから、基本的には助け合いの制度よりは、社会保障制度であるということが主眼な

んですね。ここのところは、私は非常に肝心なとこだと思うんですよ。後で私、広域化

の問題にも触れますけれども、結局そこの地元の自治体が身近にあって、住民の健康を

しっかり守っていくという事から始まっているのではないかというふうに思うのです。

これは戦後の時から、この問題というのが出てきたのだというふうに思うんです。その

反省から国民皆保険というのが制度としてでて、全ての国民が何らかの保険に加入する

と。そして文化的で健康な生活を送れるように、国がしっかりと保障しようじゃないか

という制度だと思うのですが、これが今、だんだんおかしくなってきているというふう

に私は思うのです。 
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特に、健康保険の国保の関係の負担金というのは、相当やっぱり高いんじゃないかと。

お手元に、今私が作った資料を出しているのですが、資料１を見ていただきますと、平

成２１年度の釧路管内の１世帯当たりの国保税の比較が出ております。これは医療分の

部分と、それから支援金そして介護分、この３つが合算してこれが総額の国保税ですね。 

浜中の場合は、２１年度では２９万６，９２３円くらいになるという事で、管内で一番

高くなると。これは他の所を見ても医療分も高いし、それから支援分も高い。それから

介護分は標茶の方がちょっと高いのですけれども、こういう状況になっているんですね。 

これは、この間の新聞に報道された２１年度の国保税が、全体では非常に高くなって

きているんだという数字が出ているのですが、これらは、どういうふうに見ておられま

すか。感想を聞きたいのですが。この新聞を道新ですけれども見られましたでしょうか。

ちょっとその感想を聞かせてください。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 前段、議員の方から言われました国保自体は、社会保障制

度でありますよという事は議員がおっしゃるとおりです。基本的に差別なく医療も受け

られるようにする。それから、国が財政的措置を勿論するというのもそのとおりです。 

ただ、この表それから道新が一覧表で出した表もみさせてもらいました。道内１５７

自治体全道で８番目に高いということも承知しています。何故そうなのかという事にま

ず、高いだけに視点を置くのではなく、私たちが言いたいのは、独立採算制で国保を健

全運営していますよということを強調したいのです。 

それで高いのが１２月定例議会でも町長が認めています。ですが、独立採算制でやっ

ていて法定外の繰入を出来るだけしない、基本的にはしていかないこういう姿勢に立っ

ているからなんです。簡単に説明しますけれども、一応、新聞を見ての感想は承知の通

り議員が思っている通りです。私も同じにように考えています。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） それで、この前の町側が答弁された対応をみますと、繰入金の

問題で私が質問した時に、国保の支出金が多かった場合に返還しなくてはいけない、そ

の返還分を引いた残りが、減税の財源になるんだというふうに説明された訳ですが、こ

の事がひとつ返還金というのは、どういう形で出てきているのか。それから、その返還

金は年度毎にどういう推移をしているのか。お答え願いたいと思うのですが。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 



 44

○町民課長（川村義春君） 議長にお許しを得て返還金の推移については、時間が掛か

りますので、年度毎にお話をしますので時間をいただきたいと思います。それではお答

え致します。 

国保会計の繰越金については、国の返還金を差引いた額の一部を減税財源に充てると

いうことです。それで、前年度において交付された国の療養給付費交付金とかがありま

す。それは歳出の保険給付費、これに対して４３％国から交付される。それが当初見込

んでいたよりも多く入ってくる場合があるのです。その場合、翌年度で精算還付をする

という事態が発生します。 

ですから、殆どの当該年度に返還する場合は、前年度に入ってきたものを返還する。

ですから、繰越財源から返還金を除いた分が減税財源になるということですので、これ

は、１２月議会のおりにお話したとおりです。それで１２年から２１年度まで返還金と

減税財源の内訳をお話したいと思います。ゆっくり申し上げますので、メモを取られる

人は、メモを取っていただきたい。１２年度、前年度剰余金は５，５８７万５，０００

円、返還金が１，０５８万２，０００円、差し引きまして減税財源が４，５２９万３，

０００円となります。１３年度、剰余金が１，４６１万７，０００円、返還金が２２７

万９，０００円、減税財源が１，２３３万８，０００円。１４年度、剰余金が６１９万

４，０００円、返還金が８２９万９，０００円、この年は減税財源がありませんでした。

１５年度、剰余金１，４９５万５，０００円、返還金が５６１万８，０００円、減税財

源が９３３万７，０００円。１６年度、１，９０４万円、返還金が４６９万２，０００

円、減税財源が１，４３４万８，０００円。１７年度、剰余金７９４万８，０００円、

返還金がありませんでしたので、減税財源はそのままの金額であります。１８年度も同

じく剰余金が２，９２２万６，０００円で返還金はありません。ですから、減税財源そ

のままに使える。１９年は剰余金５，６０３万４，０００円、返還金が４０６万３，０

００円、減税財源が５，２２４万１，０００円。２０年度、剰余金が６，２１０万９，

０００円、返還金が８５９万４，０００円、減税財源が５，３５１万５，０００円。２

１年度、剰余金が１億４，０２５万１，０００円、返還金が６，５００万円、減税財源

が７，５２５万１，０００円となっております。 

平成２１年度の減税財源は７，２２５万１，０００円でしたけれども、予備費から８

３９万９，０００円を加えて８，３６５万円を減額しております。この額を、一世帯あ

たり１，３６１世帯で割り返すと６万１，４６２円、１人当たり３，５７０人で割り返
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しますと、２万３，４０５円の減額とこのようになっております。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） そうしますと、剰余金から返す返還金を差し引いたのが減税財

源になるということですか。この町長の答弁では、実際に、私ずっと計算してみたので

すが、医療分については年々確かに５年間通せば５万円くらい減っていると。 

ところが、国保税で計算すると一世帯当たり、これは逆に２０年・２１年は大幅に増

えているという現象が出てきているのです。確かに、医療部分は若干減ってきているけ

れども、これは他の町村でもそういう動きになっているんですね。他の管内の状況でも、

年々医療分については下がっていると。 

だけど、国保全体で見れば、介護保険だとか支援金を入れると増えているという現象

は、どういうふうになっているのでしょうか。説明願いたいのですが。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） １２月定例議会でも町長お話していますように、国保税の

減額について、まず確認して理解しておいて欲しいのは、後期分と介護分については、

それぞれ支払金の方から示された額を持って調停するということですから、それについ

ては、手を付けられないのです。手をつけられるというのが医療費分だけ手をつけられ

る。だから、医療費分をいかに減額していくかと、そこにお金を入れていくかという事

なんです。 

ですから、過去５年間で５万円減額していますよと、町長が言っているのは医療費分

なんです。ですから、単純に比較するのは全体で比較するんじゃなくて、医療費分で比

較してくださいと、町長何回も言っていたはずです。ですから、私どもが考えているの

は、医療費分で調整する以外に無いんです。 

例えば、減税をする場合に、法定外繰入をどうしても減税すると、法定外繰入を入れ

るとなれば、その医療費分に対して入れていくと。そうしないと落ちて行かないのです。

そういうことですので御理解いただきたいと思います。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） この全道の十傑の中にある殆どが、繰入はされていないそうい

う自治体ですね。これは繰入をしないとこの前の答弁みたいに余分に見なきゃならない

と。５乃至ぐらい余分に多く見なきゃならないという答弁をされたと思うのです。 

そうしますと、今この説明のあった返還分を差引いた原資になる部分から計算すると、
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７，５２５万円も残っていれば、これは一世帯当たり相当な金額が減税になるでしょう。

今言われたように、１人当たり２万なんぼだと。１世帯当たりにしたら６万なんぼだと

いうことになるんです。 

ところが、その前は５，３５１万５，０００円ですから、その２つを足せば、もっと

下がるという話になっちゃうのですけれども、そうではなさそうなのですが、この辺り

の説明を願いたいと。私が作った資料２の医療分については、一世帯あたり平成１２年

度では２１万３，０００円。１４年では２５万５，０００円になっている。これは決算

カードから見た数字ですけども一番高かったのが、平成１７年の２６万４，０００円だ

と。平成２１年では２１万３，０００円に下がってきていると。 

これは町長が言われたように、５年間で大体でいくので５万円ぐらい低くなっている

という数字はその通りですが、今、出された減税の財源に充てる金額というのは１年を

見ても、相当な金額が下げられるというふうに思うのですが、その辺りはどういうふう

に解釈したらよろしいですか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 私は、後段申し上げました２１年度の減税財源については、

７，５２５万１，０００円でしたと。それに予備費がありますから、予備費を加えて８，

３６５万円が減税財源になったという事です。 

それを１，３６１世帯で割り返しますと、１世帯当たり６万１，４６２円減税しまし

たよということの話です。だから、それだけ落としましたよと、これは医療費分で落と

しているという事ですから、介護保険とか介護支援金とかは関係ないですと、そういう

ことであります。 

そして平成１７年、確かに２６万４，２２４円という事で、１世帯当たりの平均は高

くなっていると。これは、その当時の繰越財源が１７年度は、本当に７９４万８，００

０円しかなかったですから税に求めたということなんです。高くなったというのは、そ

ういうことで理解してください。１７年度の先ほど言った説明では、前年度の繰越財源

が７９４万８，０００円。返還金がなかったので、それがそのまま減税財源ですよと。

これぐらいしかなかったんです。ですから、その減税財源がない分を税に求めるしかな

いですから、税が２６万４，０００円ということで高くなっていると。 

ただ、この時１７年から順次減額していって、５年間で医療費分としては５万２，７

１５円減額していますよと累計です。そういう話を町長が１２月にしました。そういう
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事で理解ください。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 解らないんですけどね。２１年度で７万５，２５１円、世帯数

で割ると減税が一世帯いくらできるかという事ですけれども、２０年の５，３５１万５，

０００円と比べて６万１，０００円安くなったということではない。そういう意味では

ないですよね。その意味が解らないのです。５，３５１万５，０００円、２０年度で減

税財源にあると、２１年では７，５２５万１，０００円あるんだと、これを安くするに

は２０年も、５万円かいくらか安くなるんでしょ。そういう事ではないのですか。 

○議長（波岡玄智君） 総務課長。 

○町民課長（川村義春君） 減税財源というのは、それぞれの年度、１９年度であれば、

５，２２４万１，０００円。２０年度であれば５，３１５万５，０００円、それぞれ、

それが減税財源に充てられたよと。だから、それぞれその年の被保数なり、世帯数変わ

る訳ですから、それを割り返したら平均の減額一世帯当たりいくらというふうになりま

す。だから、それを累計して差引いて積重ねていったら、過去５年間で５万円くらい落

としているよと、そういうことですから御理解ください。解ると思います。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） そうしますと、だいたい今までの計算からいけば１年間に、ど

のくらいの返還金かそれは中々予想が難しいんだと。６月にならないと分からないとい

う事ですね。そういうことですね。 

そうしますと、法定外繰入れをやることによって、そういう煩わしさは無くなるとい

うふうに思うのですが、そうはならないのですか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 返還金は、年度末でないと精算しませんから、分からない

のは事実です。ただ、繰越財源が幾らになるかというのは、その年度末でないと分から

ないですよね。 

実際、保険給付費がずっと伸びていった場合は、当然、左右に対して歳出が不足する

から繰越金が出ない、逆に歳入が今までどおりあって国・道からの補助金も当初分は、

ちゃんと入ってきて、そして決算時点で保険給付費が思ったように２月３月時点で少な

くなったと、落ちたと言った場合に、その差額分はどんと出る訳です。 

だけど、減った場合については当然、国・道支出金の４３％で見込んでいますから、
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当然、多く入ってきて来た分については今度減る訳ですね。保険給付費が減ったら、そ

したら、その分というは翌年度で精算するから、返還金が出てくる理屈はそうなんです。 

だから、あらかじめ法定外繰入をするということは考えないんですよ。あくまでも、

その年の浜中町がやっている健康保険特別会計の運営というのは、基本的には独立採算

制です。ですから、１年間の決算を見て、そこで出た繰越財源の中で返還金が翌年度返

すものがあれば別だけれども、返さなくてもいい場合もあるんです。逆に、追加交付と

いうのもありますから、翌年度で増える場合もある。 

ですから、そういう部分で繰越財源を基に翌年度の税を決定する６月時点で、所得が

確定する訳ですから、６月時点で応能応益割合を調整しながら税率を出来るだけ下げよ

うと努力するのです。前年度の税率にも、いくらかでも下げよう、そういう努力をする

ために予備費があれば、予備費からいくらかでもその繰越財源に加算して、そして調整

しながら税率を決めているこういう状況ですから、たぶん分かっていただけるというふ

うに思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） そうしますと、国の交付金の部分ですね。これは４３％という

定率なんですね。そうしますと医療給付費が上がれば高くなる。下がれば低くなる。予

算よりは低かった場合は、返還金が生じるという理解でよろしいのですね。医療給付費

がどんどん上がることは国の交付金が増える。でも被保険者の負担金も増えるというこ

とですね。それから道の負担金も増えるということなんですね。そうすると、医療給付

費というのは、そんなに年度によって大きく開くものでしょうか。そこの辺りはどうで

しょう。１億円もたぶん開きはないというふうに私は押えているのですが、最大どのく

らいの開きがあるのものですか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 医療費というのは、どういう場合もそうですけれども、過

去３ヵ年の推計を基にして医療費を組むのですが、水ものですから、その年のインフル

エンザが流行ったり、あるいは重篤患者が出たりすればどんどん上がるんですよ。 

ですから、退職医療費なんかについても、１５０何％上がっているという事もあるん

です。重篤患者が出てくれば。だから、そういう事で平成２２年度については、月平均

５，５００万円くらい。療養給付費は５，５００万円ぐらいで見ましたけども、今年２

２年度については、月のうち６，０００万円を超えた月が二月もあったものですから、
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それで１２月段階の補正で、もしかしたらこれは３月まで補正を組まなかったら持たな

いなということで、１２月に追加補正をさせてもらいました。それでも、もし決算的に

医療費が伸びるようでしたら、これはもしかしたら竹内議員が言っているように、基本

的にはやってはならないのですが、法定外繰入れも必要かなと、黒字にするためにはね。

全国の国保の保険者の７割が法定外繰入をしているというのは事実ですから、それは殆

どが決算時に足りなくなる、赤字にならない為に法定外繰入れをするというのが殆どで

すよ。 

たまたま今回、新聞に出た旭川市の国保の繰入れ、あそこは法定外繰入れを毎年１０

億円ずつやっている訳です。たまたま今年については、それに更に５億円足したと。そ

して尚かつ、２２年度から収納率の低い市町村に対してペナルティーがあったのですが、

その枠が撤廃されたんです。それで、財政調整交付金が３億円増えたんです。総税１８

億円の被保険者で割り返したら２万円減額になったと、そういうのは新聞で報道されて

いましたけれども、あれは特有異なものなんですよ。それが広域的に全道北海道、例え

ば保険者になった公益的な部分になると、そういう法定外繰入を沢山やっていた町村に

ついては、一気に保険料が上がりますから、そうなった場合に大変だという事で、道も

渋っているし、中々統一することは難しいから渋っている訳です。 

浜中町は、健全経営独立採算制を基本にしながら、出来るだけ法定外繰入をしないで

税率を調整しながら、前年度よりも出来るだけ低くしようと、そういう事で努力してい

ますのでご理解ください。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） そうしますと、黒字が出た時は繰り越し出来ると。赤字が出た

時はどうなりますか。どこがどういうふうに補填しますか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 赤字が出た場合については法定外繰入をするか、あるいは

繰上充用すると。ですから、２２年度がもし赤字であると言った場合、法定外繰入もし

ないと言った場合については、２３年度の予算を持って３月診療分赤字の分を払うんで

す。払ってしまうのです。 

ですから、決算統計上は非常にきたなくなりますよね。そして、その推計も出来なく

なる。今度各３ヵ年の補助金そういう問題が出てくるから、出来るだけ年度内の黒字決

算で済ませようと。だから専決処分があるかも知れません。その法定外繰入をして、専
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決処分をして黒字にしちゃうといって、６月の一番早い議会で報告するとそういうこと

もありなんですよ。ですから繰上充用をするか法定外繰入をするための専決処分をする

か。この２つに１つが赤字を解消する手段です。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） そうしますと、法定外繰入は違法とは言いながら赤字になった

場合にはせざるを得ない。これが今、全体の全国的な動きじゃないですか。そうすると、

保険の原則から言っても国が言っている法定外税繰入れは、まかりならんということは

言ってないですね。指導はされているけれども。これをはっきりしてください。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 国の指導、厚生労働省が言っているのは、一般会計からの

法定外繰入については、国保加入者以外の住民の負担、被用者保険に加入している方々。

例えば、健保組合、協会健保、それから共済組合、私たちも議員さんも勿論そうですけ

れども、そういう人が負担している部分との不公平感が出てくるよと。 

だから、二重に払う形になりますよね。国保加入者以外の人の税金を使う訳ですから、

一般会計からの法定外繰入というのは。だから、厚生労働省は、それは好ましくないで

すよ。出来るだけそれは早く回収しなさいと、そういうことの指導があるのです。違法

ではないけれども、そういうことについては、出来るだけ国保会計の健全化を図ってい

く為には、そういう事をしないでやって欲しいという指導ですから、あくまでもそれは

申し述べておきたいと思います。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） それは国の言い分だというふうに思うんですね。どんどん医療

費の国の負担分を減らしておいて、後はあなたたちの被保険者が対応しなさい、あるい

は自治体の保険者である自治体が何とかしなさいという論法ですよね。 

それで、町長も広域化の問題では、全道あるいは全国一律の方がいいと。全国までは

言ってないですけれど、都道府県で均一の方がいいんだという発想なんですね。これは

今言ったように、国の方がどんどん皆保険を崩しておいて、後は自助努力だというかっ

こうに持って行く、そういう際たるものじゃないかというふうに私は思うのですが。元

に話を戻しますけれども、この上位十傑の中で、法定外繰入れをしているところありま

すか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 
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○町民課長（川村義春君） 上位十傑の中で、法定外繰り入れを議員は質問の中ではし

ていないと言ってまたよね。私の方では把握しておりません。申し訳ないですけれども。 

多分、健全経営がされているので高いというふうに思っております。だから想定とし

ては、法定繰入をしていない町村は上位十傑に入っているというふうに、私は理解しま

す。そのとおりだと思います。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 私が調べたものを言いますけれども、猿払村というのが１番に

乗っているのですけれども、これは法定外繰入を２，６４０万円していると。これは２

０年度のデータですけれども、それから後は、殆ど２８万円だとか浜中町２１６万円に

なったんです。これは多分、臨時職員の給与に充てているのかなと思うのですが、後は

０ですね。こういうふうに上位十傑の部分は、法定外繰入をしていないところなんです。

それは今、お話の中にあったように健全経営をしているという事は、保険料が高いとい

うことに等しいんじゃないでしょうか。どうなんですか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 数字が示しているとおりだと思います。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 私は、そういう面では健全経営をしているか、どうかという私

情よりは、地域住民の健康をしっかり守っているかどうか。自治体がね。私は自治体の

責任だけではないというふうに思います。国の責任が大半だというふうに思いますけど

も、しかし、一番身近にいる自治体の保険者が、そこの住民の健康を守っていく。これ

は非常に大切なことだというふうに思うのです。 

それで、浜中の場合は医療保険ですね。医療費が非常に高い方なのか低い方なのか。

どうですか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 私が４年前、保健福祉課長時代ですけれども、そちらの方

で健康医療費の低い部分、道内、今１５７市町村ですけれども、下位から２０番目以内

に入って低いはずです。今でも多分相当低いはずです。健康推進、今で行くと保健事業

ですね。それに一生懸命取り組んでいて、出来るだけ健康なお年寄りをたくさん作って

いくと、そういうことで一生懸命やってもらっていますから、確か低いはずです。数字

はつかまえておりません。 
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○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 医療費が低いのに、保険料が高いのはどういう説明なんですか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 医療費が低いのに保険料が高いと言うけれども、それは算

定の仕方がそうですから、もっと他の町村は高いんです医療費は。医療費が高くても、

法定外繰入を沢山いれているから、だから、その分医療費が低いだけの話であって、こ

れは法定外繰入をしている町村をしていないようにしたら、浜中町はもっとずっと下の

方に下がると思います。そういうからくりです。そんなことで理解ください。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） すると法定外繰入れをしているところは、保険料を押さえてい

ると。なるべく所得にあった保険料を払う事が出来るような保険料にしようという、保

険者の努力はあるという事を裏返せば、そういう事になるんじゃないですか。保険料と

いうのは医療分の医療がどれだけ掛かったかによって、国が持ち被保険者が持ち道が持

つと。そういうふうになる訳ですから、医療に掛かってなければ、医療費が少なければ

保険料は安くなるのが普通だと思うのです。 

だけど、そうではないんだという論法にはならないですか、今の話だと。何故、ここ

の管内で一番高いのかという、その謎は解けないんじゃないですか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 管内で一番高いという疑問が解けないというのは、これは

他の町村は法定外繰入をしているんです。しているから、まして管内的には浜中のよう

に毎年度、税率改正をしながら調整しているという、そういう町村が少ないからなんで

す。それだけに尽きるんですよね。何故って言われても、実態がそうですから、そして

繰越財源が出てこなければ減税財源にならない訳ですから、例えば、釧路町辺りを言い

ますと、平成１９年の決算を見ますと、繰上充用をやっているのは７億１，７００万円、

繰上充用をしているのです。赤字が４億４，３００万円、そして２０年度の繰上げ充用

が、その前年度の赤字分の４億４，３００万円を繰上充用しているんですよ。 

そして、その年の赤字が４億９，６００万円。こういう悪循環、自転車操業ですよね。

そういうことでやってきて、やっと今年に入って２２年の赤字分を解消するという事

で、医療分を２．１％下げるよう税に求めたよと。つい最近の新聞に出ていましたね。

釧路町の保険料を上げるという事で、そうしていかないと赤字を解消できないんです
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よ。厚岸町も平成１８年度に繰上充用が１億３，３００万円あったんです。赤字が１，

２００万円、赤字を解消する為に、１９年度で繰上充用１，２００万円あったんですけ

れども、これを０にしています。だから２０年以降、厚岸町黒字決算にしています。こ

れは２０年度の年に税率を引き上げたからです。こういう結果が今、言われているので

す。 

そして、最近の国保新聞の中では法定外繰入れは頭打ちにと、大きな見出しで出てい

ます。繰上充用がもう増加傾向にあって、その法定外一般会計繰入が近年頭打ちとなり、

変わりに翌年度の収入を先越えする繰上充用が急増している悪循環ですよ。ですから、

健全経営をしていくというのは、今、浜中町がやっているのが基本なんです。そんな事

で理解ください。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） ２１年度の釧路管内の１世帯当たりの国保税、浜中町と一番低

いところと比べたら、年間１１万４，７００円違うのです。保険税です。それから２番

目に高いところ、浜中町に次ぐ高いところと比べると５万６，７９０円になるんですよ

ね。 

これらの、私が計算したので間違いがあるかも知れませんけれども、このぐらいの違

いがあるという事は、それは健全経営どころか、この国民健康保険と言われる、皆保険

と言われる制度が本当に国民の為になっているかどうかということにもなる訳です。払

う方の側なのか、それとも保険者の側なのかという事になる訳です。 

だから、私はそういう面では幾らかでも下げる方法があるのであれば、法定外繰入し

なきゃならなかったら、やるべきだというふうに思うし、それ以外に方法がまだありま

すか。どんな手がありますか。今の高い保険料、管内１に高い道内でも８位だと言われ

ている保険料を、どうしたら下げることができるか。その方法があれば、こういう方法、

こういう方法、あるいは４つか５つあるかも知れない。それはどういう方法があるので

すか。教えてください。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 基本的には国の制度ですから、議員がおっしゃるように国

の法定負担割合を上げるという、これが全国の自治体が国に要請していることです。 

私共も、当然のごとく国に対して国庫負担率を上げるという事で、全国の市町村会、

知事会でもこれについては要請しているはずです。 
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まず１つは、国の国庫負担率を引き上げてもらうということで国保料は低くなる。そ

れと後、今言われるように法定外繰入れをしていくと。それと法定外繰入れをする前に、

やっぱり保険料をきちんと納めてもらうということです。どちら側に立つかという話を

今、されましたけれども、低所得者については低所得者なりの７割、５割、２割の軽減

措置があって減額しているのですから、その見合い分に沿った保険料が課せられている

のですから、まず、きちんと払ってもらう。それで財源が出てきて、繰越財源が増える。

そうすると、それが減税財源になる訳ですから、必然的に医療費が下がっていくという

事です。 

ですから、今浜中町では国保の収納率が９６％以上になっている。これは町民みんな

国保加入者が、助け合いの制度だということを認識していただいていて、国保税だけは

払わなくては駄目だと、病院に掛かった時いざという時に困ると。だから払うんだとい

う意識で、税務の収納係の方も一生懸命そういう事を説明して歩いているんです。 

そして、無理やり取るのではなくて、納税相談をきちんとやって、個別の調書を作っ

て分割納入をするだとか、そういうことで一生懸命汗をかいているから、これだけの収

入になるんです。 

だから、そういう収納の努力をしながら減税をしていく。最悪もし出来なければ、先

ほど言いました様に、本当に法定外繰入れをしていくしか方法はないと。この３つぐら

いかなというふうに思います。よろしくお願いします。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 国の方の負担金を上げるという点は、これからの問題としてや

らなきゃならないと私も思いますけども、当面、この窮状を切り抜けると、私は所得の

１３％ぐらいの保険料というのは、相当高いんじゃないかと。全国平均では１１％ぐら

いだと思うのですが。 

それともう１つは、他の国保以外の保険料というのは率がかなり低いんですね。７．

何％だとか３．５％ですか。そういう面では、国保税というのは、やはり相当高いとい

うふうに思うのですが、所得の１３％というのは高い方ですか。どうですか。どういう

ふうに感じられておりますか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 高い方だと私も思います。ですが、高い方だと思いますけ

れども、納税者がきちんと払っていただいているんですよ。納得してもらって払っても
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らっている。だから、本当に低所得者に配慮するというのは分かりますけれども、やは

り義務を果たしてもらってからの話だというふうに思いますので、その辺、御理解いた

だきたいと思います。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 国保税が１１．６％ですね。それから協会健保７．４％。組合

５．１％こういうふうに国保税の相当率が高いというデータが出ているんですね。 

これは私、調べたものですから取り合えず言っときたいと思います。それから今、幾

つかの方法があると最終的には、私はやっぱり一般財源からの法定外繰入で、何とか急

場をしのぐということが最善の方法だというふうに思うのです。これを長く続けるかど

うかというのは色々あるでしょうけれども、いずれにしても、この第一次産業を抱えて

いる健康が元での地域で国保税というのは、高すぎるというふうに思いますので、是非、

この点を何とかの手段で切り抜けて頂きたいと、１万円でも５，０００円でも低くする

というのが大切なことじゃないかなというふうに思います。 

それで、今言われましたけれども、この浜中の場合の国保税というのは、医療分は低

いんだけれども、高くなるという点での問題点は繰入れしているか、していないかの違

いだというふうに申されましたけれども、そこを乗り越えて頂きたい。やってください

と。その点は駄目ですか。やる気はないですか。ありますか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） そう言われると大変困るんです。 

例えば、今年の２３年度の当初予算、国保税の見込み額については４億１，１５７万

５，０００円です。２２年度末の被保険者が３，３４７人。これ割ると１人当たり１２

万２，９６８円になるんです。これを１０万円以下にするには１人当たり２万３，００

０円を落とさなければならないのです。それに被保数掛けるといくら必要かと言ったら

７，７００万円のお金が必要なんですよ。この７，７００万円というお金は、どこから

出てくるかと。これを法定外繰入ということになれば、先ほど言われたように、被用者

保険に加入している協会健保、確かに率低いです。ですが事業主負担も高いです。そっ

ちの方が逆に。そういう中で、国保に加入している方々が町内で言ったら５５％、残り

の４５％は被用者保険に加入している。その人方の払った町道民税、固定資産税、それ

らの町税がここに充当されるという事になれば、二重に被用者保険に加入している人方

も国保の加入者に対して、負担するという変な状況が生じるから、厚生労働省は、それ
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は出来るだけ避けなさいという指導が来ているんですよ。 

ですから、私どもは出来るだけ社会保障制度である、国民健康保険法に基づいてある

この制度ですから、国民皆保険制度ですから入ってる加入者同士が助け合う、その基本

理念に基づけば、当然掛かる医療費に対して国の補助金が入ってきて、残った部分を税

に求める税に課せられたものについては、きちんと払っていくという姿勢、これは当然

あって然るべきだし、そうでなければならないというふうに思っていますから、そうい

う姿勢で今後も、出来る限り基本的には、そういうふうにして行きたいということを申

し上げておきたいと思います。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） いずれにしましても、非常に高い保険税であることは間違いな

い訳ですから、何らかの方法で下げるという努力をしていただきたいというふうに思い

ます。 

それで広域化の問題に入ります。ここの問題点としては、同じ国保の制度でありなが

ら、住んでいる場所によって保険料に大きな差があるということが、今見たようにはっ

きりしております。組合健康保険、協会保険だとかありますけれども、それと比べても

負担率は２ないし３倍ぐらいになっているというのが国保であります。そういう点で、

その矛盾があることは承知の上で、私は広域化の問題について触れたいというふうに思

います。 

本来、所得に応じた保険税の負担、それから受ける享受する内容は平等でなければい

けないと。お金の有る無しに関わらず、これが社会保障の根本だというふうに思う訳で

す。それで、平等な給付が望ましいという事ですが、国が財源、財政に責任を持つと言

うことと、管理運営を住民に身近な自治体が行う事だと。これが私はこの国保の基本だ

というふうに思うのですが、この広域化問題は、この国や自治体の責任を放棄するもの

じゃないというふうに思うのですが、その点については、どういうふうに考えておられ

ますか。 

○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 広域化の話になりますけれども、今はそれぞれの市町村が、

あるいは２～３の市町村が連合して広域連合というのを作っておりまして、その総数が

１７５保険者というふうになっていると思います。 

それで、国保財政が市町村の国保の医療費に対応する為の国保税が、今議員がおっし



 57

ゃるとおりに国保税がどんどん上げざるを得ないんですよ。法定外繰入れをしなけれ

ば、上がっていくことは事実です。それでもう歯止めがかからないと。 

ですから、市町村単位で国保を運営していくというのは、もう限界に来ているという

事で、今回、国保法の一部改正が昨年の５月にされまして国保の運営の広域化、広域化

等支援方針を、都道府県で策定することが出来るというふうになったものですから、北

海道がこの計画をつくるアンケート調査を実施したんです。道内１７６団体実績には、

保険者は１５７ですけれども、団体ですから３つの広域連合があります。そこの町村も

全部含めると１７６団体あるのですが、その１７６団体中１４８団体は道が保険者にな

るべきだとこういうふうに言っているんですね。ということは、裏を返せばもう一般会

計からの法定外繰入も限度だと。それで税金も、その繰上充用をしていって自転車操業

みたいな形でやっているけれども、それも限度に来ていると。 

ですから、道が窓口になって保険者になってやってくれた方が良いと。そのメリット

としては、徴収業務の一本化ができるとか、あるいは財政規模が拡大するので、多額の

医療費を使う加入者が出た場合の影響というのは小さくなる。それから、保険料の統一

で住民負担の公平化は不公平感が解消される、そういったメリットがあるから、是非、

道が窓口になってやってくださいという声が多いんです。 

ですから、私どももそういった意味では、やっぱり高くなってきているのが事実です

から、それで決算の繰越金を、今年は決算見込みとしては３，５００万円くらい、もし

かすれば黒字になる予定でいますけれども、もう翌年度の減税財源が出ないような状況

になりつつあるものですから、できるだけ早い機会に１本化すべきだなと。そうなった

場合に、浜中町が今までやってきたことがプラスに作用される。他の保険者については、

法定外繰入をしている訳ですから、今度、全道に統一されるということになると急激に

保険料が上がると思いますよ。 

ですから、その辺を僕らは強調したいんです。だから、健全経営をやっている。これ

からも、やっぱりやり続けて行きたい。そして、全道医療費の増嵩に耐え切れなくなっ

て来ている保険料を、平準化して全道一律にすることによって掛かる経費も減っていく

と、そんなことを含めて考えて行きますと、将来的には広域化に進んでいくんだろうな

というふうに思って見通し的にはそうです。積極的に進めるのかという話もありました

けれども、そういう話にはならなくて将来的には黙っていても、そういう方向に進むん

じゃないかなというふうに私は思っております。以上です。 
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○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 非常にショッキングなお話だと思うんですね。そういうふうに

なって行くと、今の後期高齢者の医療制度みたいになっちゃうんですね。全くそこでは

保険料をどんどん下げてというふうにはならないから、被保険者の意見も通らないとい

うのが今の現実な訳です。 

それで、一般会計からの繰入れをやめさせて、保険税の範囲内で医療サービスを受け

らせるというのが狙いなんですよ。そうすると医療サービスを受けないか、あるいは保

険料高く積まないと最新の医療は受けられないという、とんでもない話になってしまう。 

今おっしゃったように、被保険者の立場でこの国民健康保険の内容を見てないと思い

ます。逆な立場で見ていると。 

もし広域化になって行けば、今言ったようにサービスを受けられない人たちが、どん

どん出てくるだろうというふうに言われて、今お話の中で健全経営をやっていけば、広

域化には歯止めが掛かるんだというような、お話のように聞こえたのですが、そうでは

ないんじゃないかと、私はそういう状態じゃないんじゃないかなというふうに思うんで

すよ。 

まさに、この皆保険の崩壊の状態が広域化によってもたらされるという状態が、今出

ているということですね。だから、この前も言いましたけれども、北良治さんの自治体

で、これは大変な問題だというふうに言われている所以ですよね。だから、私はそうい

う面では、収納率の問題も機構を作ってやったのだけれども、今大変な問題が起きてい

るでしょう。強制的に取り立てると。サラ金以上だというような問題も起こっている。

浜中で起こっているのかどうか、私は知りませんけれども、全国的にはそういう問題に

なっているし、それから保険証の問題、短期保険証の問題で医者にかかるのが遅かった

と、命を落とすという実例だって出ていると、だから自治体でかなり無理をして法定外

繰入をやって、何とかしのいでいくという状態なんですね。 

今、言われたように均一にしていくという事は、国民から医療を取り上げることにな

っちゃうんですよ。そういう点を私は強調して、この問題については次に移りたいとい

うふうに思います。もうひとつすみません。セーフティーネットとして４４条の窓口負

担の問題、一部免除の問題、これは今、浜中ではどういうふうに推移していますか。私

の質問では検討会で十分検討したいというお話だったのですが、どういうふうになって

いますか。 
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○議長（波岡玄智君） 町民課長。 

○町民課長（川村義春君） 先ほどの質問、言いっぱなしだったのですけれども、その

ような方向と言うんですか、決して被保険者側を向いていないとか、保険者側の立場で

見ているとか、そういう言われ方はされたくないですね。 

少なくても両方公平に見て今の時代はこうですよ、こういう時代背景があってこうで

すよと、国は国で一生懸命将来の国保のあり方について検討していると。後期高齢者医

療制度についても、あと２年後には廃止されると。そうした場合に、その高齢者制度が

なくなった場合、平成３０年には国保と一緒にするよというそういう話が出てきて、こ

れから、もっとそういった議論が深まっていきますから、そういう中で広域化の話も当

然進むでしょう。 

とりあえず今の段階としては、浜中町は浜中町の今まで歩んできた路線がありますか

ら、それを踏襲して進めていきたいということで、まず御理解いただきたいと思います。 

それから後段の今のお話ですけども、唯一、朗報と言いますか、いいお答えができる

というふうに思っておりますが、９月議会でお約束したとおり内部で議論しまして、去

る２月２１日開催の国保運営協議会で議論をいたしました。要綱整備いたしました。浜

中町国民健康保険一部負担金の減免または徴収猶予に関する取扱要綱として、今年の４

月１日から適用されるように要綱整備しましたので報告をさせていただきたいと思い

ます。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 解りました。それでは、地域の活性化の起爆剤である住宅リフ

ォーム助成制度の実施について御質問いたします。 

現在、全国で１５９件と市町村で実施されている制度でありますけども、大変評判が

良い、高い住宅リフォーム調整制度です。これは簡単に言いますと、自らが所有してい

る居住する住宅の新築だとか補修だとか、修改築等に対して、工事費の一部を自治体が

上限額を決めて助成する制度で、地域の活性化の起爆剤として、今注目を浴びていると

ころです。受注者は町内の業者に発注をするという事が基本です。助成金は町内で循環

して経済効果は大きいと話題になっていると。京都の与謝野町という所があるのですけ

れども、これは今話題の与謝野さんの与謝野ですけれども、そこで取り組まれている状

況が商工新聞なんかでも報告されています。私のところに昨日電話が来ました。広報を

聞いてリフォームの助成制度というのを１日も早くやってくれないかと。実は、私のと
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ころでは２００万円くらいのリフォームをやりたいんだと。なかなかその踏ん切りがつ

かないんだという事ではありました。地元の業者であれば安心出来るんですね。他所か

ら今、色々と入っていますよね。壁替えた方が良いだとか、ペンキ塗り替えた方がいい

という事で、被害も他所からの業者というのは、結構多いというような話を聞いていま

す。そういう面では、安心できるのだということですね。私、調べたら浜中町の工務店

等の業者は２４あるそうです。そのうち町の指定を受けているのが１７業者あるという

ふうに聞き及んでいますけれども、こういう形で経済波及効果というのは非常に大きい

ですね。 

例えば、台所をやりたい、フロアーもちょっとガタついているので、フロアーも替え

たいというふうにどんどん広がっていく、そういう状況が各地から報告されているんで

す。こういう住宅リフォーム制度、これを活用するという考えがお有りかどうかちょっ

とお聞きしたいのですが。 

○議長（波岡玄智君） 建設水道課長。 

○建設水道課長（佐藤佳信君） ただ今の、住宅リフォーム助成制度を実施する考えは

あるのかの御質問にお答えいたします。 

この助成制度につきましては、議員、今お話の内容のとおり、全国的な取り組みが行

われているところでございます。北海道内においては、現在のところ９市１７町村が実

施しており、事業費に対する助成額は概ね１０％、助成の上限額は２０万円から１００

万円となっております。 

しかしながら、本町においては残念なことに今のところ、この制度を実施する予定は

ございません。なお、釧路管内においても実施している市町村は、今のところ無い状況

になっております。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 他の所がやっていないから、やるつもりは無いという答弁に聞

こえるのですが、それはちょっと言い過ぎなんでしょうかね。 

私は、どうしてこの問題が今、脚光を浴びているかという事ですね。例えば、２０万

円補助すると言ったら１ヵ月の給料分ですよ。それを補助するとなると後押ししてくれ

るんですね。決断できるのです。やりたい人は。 

そして、例えば５０万円のリフォームをやりたくても、もっと別なものまで広がって

いくというのが現実にあるんですね。それは後で、商工新聞の切り抜きを持っています
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から見せてあげたいのですけれども、そういう内容だということです。これを理解して

いただきたいなと思うのです。参議院の本会議で１月２８日ですが菅首相が社会資本整

備総合交付金を活用することが出来るというような、今後ともこのような取り組みを支

援していきたいというふうに答弁しているんですね。この社会資本整備総合交付金、こ

れは国土交通省で出しているのですが、この社会資本整備総合交付金というのはどうい

うものか御存じでしょうか。 

○議長（波岡玄智君） 建設水道課長。 

○建設水道課長（佐藤佳信君） ２点目の社会資本整備総合交付金の内容ということで

すございますけれども、社会資本整備総合交付金の目的は、地方公共団体等が行う社会

資本の整備、その他の取り組みを支援することにより、交通の安全の確保と、その円滑

化経済基盤の強化、生活環境の保全、都市環境の改善及び国土の保全と、開発並びに住

生活の安定の確保及び向上を図るということになっていると思います。以上でございま

す。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） それを、どういうふうに理解されているかということを聞いて

る。 

○議長（波岡玄智君） 建設水道課長。 

○建設水道課長（佐藤佳信君） 理解といいますけれども、この交付金の活用でござい

ますけれども、今、浜中町は活用してございます。下水道事業それと公営住宅の整備、

除雪車両の購入などで活用しております。 

今後も、そんな形で活用していきたいと思っております。以上でございます。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） リフォーム助成には活用できないというふうに理解しているん

ですか。そうじゃないですか。活用できるというふうな理解ですか。 

○議長（波岡玄智君） 建設水道課長。 

○建設水道課長（佐藤佳信君） 失礼しました。交付金の住宅リフォームへの活用でご

ざいますけれども、制度の内容を研究しながら、取り組んでいかなければならないもの

と思っております。菅首相が、そのようにおっしゃっているのであれば、活用できるの

かなと思いますし、今後、私どもとして研究課題ということで捉えております。以上で

ございます。 
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○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） それは社会資本整備総合交付金というのが活用できるかどうか

というのは、これからの問題だというふうに思いますので、是非、活用できるように勉

強していただきたいというふうに思います。 

ただ問題は、町独自でそのリフォーム助成制度これを立ち上げる考えは、あるのかな

いのかと。当面はないという事でしょうか。それとも研究をして十分勉強させてもらっ

て、考えていきたいという答弁なのか。どちらですか。 

○議長（波岡玄智君） 副町長。 

○副町長(松本博君） このリフォームのお話をお伺いしたのは、今回の質問もありま

すけれども、先の臨時会の中で、別な質問で竹内議員がそのリフォームという話をちら

っとされて終わりましたよね。何の話か最初、分からなかったのですけれども、その後、

私の家に届く某機関紙の中に、その住宅リフォームという事が書いてありまして、この

事かという事で京都の記事も読ませていただき、今回この質問が出た訳ですけれども、

結論から言いますと、質問は予算化するのか、しないのかと。今はもう出来ませんから、

今は出来ませんという回答ですけれども、ちょっと勉強させてもらいたいと思います。 

それと、この交付金制度に変わってきた交付金も使えるよという事になってくると、

去年買った除雪車もこの事業でやっているんですよね。この事業、この交付金制度の中

を使ってやっているんです。去年使ったのは、交通安全で使う信号機等も買いました。 

それから、老人世帯等の除雪費の補助にも使わせてもらいました。ですから、凄く幅

広いのです。幅広い事業の中で、今度は公共的と言いますか交付金とは言っても、補助

金のグループですから、今度は会計検査のからみも当然出てくると思います。 

そういう中で、今まで各地区でやられたのは、多分、各市町村では単費だったと、単

費の事業でやられたのではないかなというふうに思っております。そういう意味で、あ

の中身含めて、その交付金を使う使わない、使えるか使えないかという事もありますけ

れども、ちょっと勉強させてもらいたいというふうに思っておるところです。回答にな

ったかどうか解りませんけれど以上です。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） その社会資本整備の交付金については、５年間というふうに確

かあったと思うのですが、毎年度出来るんだというような事です。これは十分研究され

て、それが活用できるかどうかということですね。それは研究していただきたいという
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ふうに思うのですが。この住宅リフォーム助成制度というのは、町独自でもやれる訳で

すから、例えば５００万円なり１，０００万円の助成の枠を設けて１年間やってみると。 

それで、どの位の需要があるかというようなことだとか、ただ、はい資金ありますか

らやります。というのでは駄目だと思うのです。やっぱり、ここに居る業者とよく話を

して、どういう制度が一番使いやすいのか。そのことも含めながら、私は是非作り上げ

ていって欲しいなと。それは、地元に金が回るんですよ。他所に出ないんですよ。そう

いう内容ですね。地元の業者を頼むわけですから、地元の業者は、そんなに大きいもの

じゃないですから。そうすると、資材を買うのも地元で買うという事になるんですよ。

今までのリフォームというのは、何百万円とかの大掛りなりリフォームであると。そう

しますと、やっぱり大きい力のあるところに頼まざるを得ない。そうすると資材も町外

から取り寄せると言う事になる訳です。これが例えば、３０万円だとか４０万円と小さ

な仕事、あるいは１０万円ぐらいの仕事というのはあるのです。それが１０万円が２０

万～３０万円に広がっていくというものですね。 

だから、お金が循環するという事なんですね。そういう面では建設業だけではなく、

町内にある商店、資材屋さんこういうところにも大きな波及効果があるという事です。

だいたい出てくる内容というのは、どの例を見ても、家の屋根を直したい。屋根を直し

てと頼んだら屋根だけではなくて、他も傷んでいたと、壁がおかしいということになっ

てどんどん広がっていくというんですね。それで、やって良かったと助成があるから、

踏ん切りがついたと後押ししてくれたというような状況があるという、地元の業者です

から当然、仕事があるという事は技術も大きく伸びるわけですね。仕事が無いというの

は、技術伸びないんですよ。 

それから、税金もちゃんと町に還元できるということだと思います。そういう点で、

例えば５００万円から始めたのが２，０００万～３，０００万円の助成枠をつくって、

その５倍～６倍ひどくなると、１５倍くらいに膨らんでいくというふうに言われている

んですね。 

だから、そういう点では是非、町独自でやれる内容だというふうに思いますし、そん

なに大きなお金を投資するのではなくて、循環して経済波及効果を生むのだと、そして

住民にも喜ばれるし業者にも喜ばれると、町も喜ぶと一石三鳥っていうのですか、そう

いう循環がされるということですから、是非、検討して町独自でやれる方向を、これか

らは追及していただきたい。そして、やる場合も簡単にやるのではなく、よく話を聞い
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て、しかも短期間に決断して頂きたいというふうに思いますけれども、どうですかね。 

○議長（波岡玄智君） 副町長。 

○副町長(松本博君） 最後に、短期間で結論を出せということのようでありましたけ

れども、まだ制度として、これから考えるとすればどうでしょうね。簡単にいうと建設

業協会に入っているだとか、商工会に入っているだとか、そしたら一般の大工さんは直

せるのかとか、大工さんではない器用な人も居るよとか、そのぐらいのリフォームもあ

るのではないかと思うのです。色んな事が考えられます。 

ただ、交付金を使うと果たして町内だけの業者に指定して良いのかだとか、いろんな

制度があるのではないかという事は想定されていました。ただ、町単費でやるとすれば、

そういうことがなくなるのかなという気はしていますけれども、いずれにしても短期間

で、直ぐ結論を出せと言われても十分業者の方、建設をやられている方も含めて、意向

も含めて聞いてみないとなりませんから、もし良いものであったら、やりたいと思って

います。 

ただ、成功している京都の与謝野市の中の情報を見てみますと、人口が２万４～５，

０００人ありまして、その一般の家屋が９，６００世帯ぐらいあるそうです。うちの町

も、こんなに世帯数はあっても一般住宅というのは、それ程大きく数はないと思ってい

ます。そういう家族の少ない町でも可能なのか。どういう影響がでるのか。それを是非、

先程も言いましたけれども、研究させてもらって、そしてまた相談させてもらいたいと

いうふうに思います。慌てさせたら良い仕事が出来ませんので、ちょっと時間を置かせ

てください。以上です。 

○議長（波岡玄智君） 竹内議員。 

○３番（竹内健児君） 研究されることは十分わかりました。是非、やっていただきた

いという事をお願いしたいと思うのですが、小さくても大きくても、図体が大きければ

大きい程、波及効果が大きいのは確かです。問題は今、言われたように町内に在住する

業者に発注するということが基本です。申し込むのも非常に簡単に申し込めるような、

そういう内容にすべきだということですね。そうでなければ、お年寄りの方が申し込む

となると大変です。条件がこうだと言ったって、申請書に書くのは大変だということで

すから。 

それから業者が、その発注を代理できるというようなことまで配慮しているという事

ですね。そういう点で使いやすい、しかも安心できるそういう循環型のリフォーム、経
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済循環するというリフォーム制度だということを先ず念頭において、どこかに私は視察

に行っていただければ、一番良いかなというふうに思うのですけれども、字面だけみた

らあまりよろしくないと思うので、是非お願いして終わります。ありがとうございまし

た。 

○議長（波岡玄智君） お諮りします。 

本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたしたいと思います。 

これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○ 議長（波岡玄智君） 異議なしと認めます。 

よって本日はこれをもって延会することに決しました。 

本日はこれをもって延会いたします。 

(延会 午後４時５８分） 
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